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練馬区地域福祉・福祉のまちづくり総合計画 

「ずっと住みたい やさしいまちプランの策定にあたって」 

 

平成 26年 4月に区長就任以来、区政に対する率直な疑問を区民の皆様に語

り、区民の皆様と同じ目線から区政改革に取り組んできました。 

平成 27年 3月には、新しい区政運営の方向を示す「みどりの風吹くまちビ

ジョン」を策定し、人口減少や「超」超高齢社会の到来などの将来見通しを

見据え、これからの社会を「新しい成熟社会」と位置づけました。 

この計画では、「新しい成熟社会」の到来を視野に入れて、年齢や性、障害

の有無、経済状態など多様な状況におかれている人々の存在に「気づき」、お

互いを認め、尊重し合って、ともに支え合って暮らせる地域社会の実現を目

指しています。また、道路や建物などのバリアフリー化が進み、人々の意識

などのソフトの障壁（バリア）に対する理解が深まり、子どもから高齢者ま

で、障害のある人もない人も、だれもが自由に社会参加できるまち、そのよ

うなまちを具体化したいと考えています。 

これは区だけでできることではありません。区民の皆様と一緒に「気づき」、

理解・共感し、第一歩を踏み出す取組を行ってまいります。 

すでに、地域では、高齢者、障害者、子育てなど地域の課題に取り組んで

いる方々が多数おられます。区は、そのような取組を大切にし、地域の潜在

力が十分に発揮されるよう側面から支援してまいります。 

練馬区は、みどりに恵まれ、人口も増え続ける、豊かな可能性があるまち

です。 

区民の皆様と手を携えて、練馬区の可能性を最大限に花開かせ、住んで良

かったと思えるまちを未来の世代に遺せるよう、積極的に取り組んでまいり

ます。 

 

平成２８年３月 

 

練馬区長 前川 燿男 



 

 

 

区民のみなさんと共に築く“やさしいまち・ねりま”の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 ●「超」超高齢社会を迎えるためには地域の力が不可欠です。 

 

私たちは、人口減少や「超」超高齢社会の到来など、 

これまで経験したことのないモデルなき未知の時代に直面しています。 

これまでとは異なる新しい成熟社会を迎えるため、 

社会環境の変化に対応し、だれもが安心して暮らし続けることができる地域社会

を築いていくことが求められています。 

 

 

 

 

  ●多様な担い手、区民一人ひとりの活躍を応援します。 

    

介護や保育などの福祉分野をはじめとする公共活動の担い手は 

行政や専門家から、民間事業者、ＮＰＯ、ボランティア団体などへ広がり、 

多様化しています。 

この計画では、地域の公共活動の担い手をさらに増やし、連携・協力の輪を広げ、 

「ともに支えあい暮らす福祉」の推進を目指します。 

また、心身の状態、年齢、性別などにかかわらず、すべての区民が地域社会の 

一員としていきいきと生活できるユニバーサルデザインのまちづくりを進めます。 

  

 

ともに支え合う 

だれもが自由に社会参加のできるまち 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ともに支え合う地域社会を築く 

 

練馬区地域福祉・福祉のまちづくり総合計画 

ずっと住みたい やさしいまちプラン 

理念と目標 

【目 標】 ともに支え合う だれもが自由に社会参加のできるまち 

【理 念】 『共感』 『協働』 『推進』 

【取組の視点】 

視点１ 

 「気づき」の 

輪を広げます 

視点 2 

その人らしい 

暮らしを支えます 

 

視点 3 

バリアの解消に

取り組みます 

施
策
１ 

福祉サービスを利用しやすい 

環境をつくる  

ユニバーサルデザインに 

配慮したまちづくりを進める 

多様な人の社会参加に対する 

理解を促進する 

取組の視点と施策 

施
策
２ 

施
策
３ 

施
策
４ 

つながり、見守る 

地域づくりに取り組む 

・平常時の見守り 

・災害時要援護者支援体制強化 

みどりの 

風吹くまち 

ビジョン 

戦略計画８ 

重 

点 
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第１章 計画のめざすもの 
 

１ ３つの基本理念  

 

【共感】人々の多様な状況を共感をもって理解し、多様な意見を取組に反映させます。 

 

【協働】区、事業者および区民等が、主体的に取り組み、相互に尊重し、協力するこ

とにより推進します。 

 

【推進】着実に実施することにより継続的に発展させていきます。 

 

 

２ 計画の目標  ～まちの将来像～ 

「ともに支え合う だれもが自由に社会参加のできるまち」 

 

３ 取組の視点 

 

【視点１】「気づき」の輪を広げます 

区民一人ひとりが人や暮らしの多様性に気づく機会づくりを推進します。 

【視点２】その人らしい暮らしを支えます 

地域課題や生活支援ニーズの多様化・高度化を踏まえ、必要な支援を行います。 

【視点３】バリアの解消に取り組みます 

社会参加の一層の促進を図るため、その妨げとなるバリアの解消に取り組みます。 

 

 

 

４ 計画の期間  平成 27年度から平成 31年度（５年間） 
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５ 施策と取組項目 
 
 

      ともに支え合う地域社会を築く 
  《取組項目》  取組内容        [事業番号] 
      

 

１ つながり、見守る地域づくりに取り組む ▶ 

（１）平常時にゆるやかに見守りあえる 

地域づくりに取り組む 

（２）災害時要援護者の支援を充実する  

   ①要援護者の安否確認体制の強化 

   ②福祉避難所の拡充 

 

[１]新 

 

[２]充 

[３]充 

 

      
     

 

２ 地域の福祉力を支える担い手を応援する 
▶ 

（１）町会・自治会活動の支援 

（２）民生児童委員の活動支援、制度の周知 

（３）「地域福祉パワーアップカレッジねりま」の充実 

（４）ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）等の活動支援 

（５）（仮称）地域福祉フェスǿの実施 

[４] 

[５] 

[６] 

[７] 

[８]新 

 

      

 

３ 地域課題を自ら解決する力を引き出す ▶ 
（１）地域福祉コーディネーǿーによる地域福祉の基盤づくり 

（２）ユニバーサルデザイン推進ひろばの充実 

（３）やさしいまちづくり支援事業の創設 

[９] 

[10]充 

[11]新 
 

      

 

 
 
 
 
その他の取組項目 ▶ 

〇災害ボランティアセンǿーの運営 

○ボランティア活動等への支援 

〇非営利地域福祉活動団体への支援 

〇「相談情報ひろば（みんなのふれあいサロン）」事業の支援 

〇福祉のまちづくりサポーǿー育成事業の推進 

〇居場所づくりの創出支援 

[12] 

[13] 

[14] 

[15] 

[16] 

[17]  

 

 

 

      ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりを進める 
  《取組項目》  取組内容        [事業番号] 
     

 

１ 
使いやすい公共施設・ス
ムーズに移動できる経路
を増やす 

▶ 

（１）駅と周辺の主要な公共施設を結ぶ 

経路のユニバーサルデザイン化 

（２）より使いやすい区立施設、区立公園の整備 

（３）だれもが利用しやすいスポーツ環境づくり 

[18]新 

 

[19] 

[20]充 

 

      

 

２ 
安心して使える・気軽に
行ける身近な民間施設を
増やす 

▶ 
（１）安心・快適なトイレ普及（福祉のまちづくり整備助成制度） 

（２）設計や施工に活かすユニバーサルデザイン技術の蓄積 

[21]充 

[22] 
 

      

 

 

その他の取組項目 ▶ 

〇だれでもトイレの整備推進（学校、公園、民間施設） 

〇駅のバリアフリー化の促進 

〇公共的建築物のバリアフリー整備状況等の公表 

〇施設運営者・管理者向け適正な維持管理に関する研修 

〇道路のバリアフリー化・無電柱化の推進 

〇公園のバリアフリー化の推進 

〇放置自転車対策 

〇自転車走行空間の整備推進 

〇福祉連携緑化事業 

[23] 

[24] 

[25] 

[26] 

[27] 

[28] 

[29] 

[30] 

[31] 

 

 

施策１ 

施策２ 
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多様な人の社会参加に対する理解を促進する 
 

 《取組項目》  取組内容        [事業番号] 
     

 

１ 学び合いで、個性をのばし、感性を育む 
▶ 

（１）小学生ユニバーサルデザイン体験教室の拡充 

（２）多様な人との相互理解の促進 

[32]充 

[33]充  

      

 

２ 
利用しやすい情報・案内
で安心・快適な生活を支
える 

▶ 

（１）印刷物のユニバーサルデザインガイドライン 

   の活用 

（２）ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した 

情報バリアフリーの推進 

①地図情報と連携したバリアフリー情報 

の発信 

②イベント等におけるＩＣＴの活用 

 

 
[34]新 
 
 
 
[35]新 
 
[36]新 

 

      

 

３ やさしいまちづくりの取組のすそ野を広げる ▶ 
（１）「まちを笑顔にするための第一歩」の推進 

（２）やさしいまち通信の発行 

[37]新 

[38]新  

      

 

 

その他の取組項目 ▶ 

〇小学生向けユニバーサルデザイン体験教室講師研修会 

〇子どもから学ぶユニバーサルデザインまちづくり展 

〇多様な人の社会参加に対する理解の普及啓発 

〇ねりま区報の発行（音声版、点字版および外国語版の発行） 

〇外国人のための日本語学習の支援 

[39] 

[40] 

[41] 

[42] 

[43] 

 

 

  

 

      福祉サービスを利用しやすい環境をつくる 
  《取組項目》  取組内容        [事業番号] 
     

 

１ 保健福祉サービス利用者の権利擁護を推進する 
▶ 

（１）成年後見制度の利用支援 

（２）成年後見人等の養成と支援 

（３）地域福祉権利擁護事業の実施 

[44] 

[45] 

[46] 
 

      

 

２ 社会福祉法人等への指導、助言を充実する [47]充 
 

      

 

３ 生活困窮者の自立を支援する [48]新 
 

      

  その他の取組項目 ▶ 〇保健福祉サービス苦情調整委員制度の周知 [49] 
  

  

施策３ 

施策４ 

＜凡例＞ 
充：内容の充実を図る取組項目 

新：新規の取組項目 
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６ 計画の位置づけ 

① 「みどりの風吹くまちビジョン」を上位計画とする分野別個別計画 

② 「練馬区地域福祉計画」「練馬区福祉のまちづくり総合計画」を統合した計画 

③ 「社会福祉法」第 107条に規定する市町村地域福祉計画 

④ 「練馬区福祉のまちづくり推進条例」第７条に規定する福祉のまちづくりの推進

に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   練馬区地域福祉計画と練馬区福祉のまちづくり総合計画の統合は、すべての区民の

「自立生活の支援」と「社会参加の実現」とを共通理念として、施策の重点化を図り

ました。 

 

 

 

 

   

練
馬
区
地
域
福
祉 

・
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
総
合
計
画 

ず
っ
と
住
み
た
い 

や
さ
し
い
ま
ち
プ
ラ
ン 

《根拠法令》 

 

地
域
福
祉
活
動
計
画 

（
練
馬
区
社
会
福
祉
協
議
会
） 

【関連する計画】 

障害者計画・障害福祉計画 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

子ども・子育て支援事業計画 

地域医療計画 

健康づくり総合計画 

都市計画マスǿープラン 

地域防災計画 

など 

関連 連携 

【国】社会福祉法 【国】バリアフリー法 

【都】福祉のまちづくり条例 

【都】建築物バリアフリー条例 

 

【区】福祉のまちづくり推進条例 

《上位計画》 

みどりの風吹くまちビジョン～新しい成熟都市・練馬をめざして～ 

練馬区地域福祉計画 

（平成 23年度～平成 26年度） 

練馬区福祉のまちづくり総合計画 

（平成 23年度～平成 27年度） 

 

練馬区地域福祉・福祉のまちづくり総合計画 

ずっと住みたい やさしいまちプラン 

（平成 27年度～平成 31年度） 

統合 
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コラム 

「気づき」のまちづくり 

 

 地域には、さまざまな人が暮らしてい

ます。高齢者、障害者、子育て世代、外

国人など、それぞれの状況によってニー

ズや障壁(バリア）と感じることが異なり

ます。 

 「気づき」とは、それまで知らなかっ

たことに何かのきっかけで注意が向き、

物事の存在や状態を知ることを意味し

ます。 

 本計画では、区民の一人ひとりが地域

に暮らす人々の多様さを知ることから、

意識していなかった社会のバリアや課

題に注意が向き、自分とは立場の異なる

方の存在や状態に共感し、受け入れるこ

とを「気づき」と呼び、まちづくりの重

要なキーワードととらえています。 

 車いすを使用する方と一緒に地域を

歩いてみると、通り慣れた道の小さな段

差や傾斜に「気づき」、驚くことがあり

ます。知識として知っていたことも、実

際にさまざまな方の話を聞き、共に行動

すると、身近な問題として理解が深まり

ます。 

人や暮らしの多様性への「気づき」を広げる 

もうひとつの気づき 

「いつもと違う」「何かがおかしい」 

を察知できる地域力 

 

 「気づき」をきっかけに、地域に暮ら

すさまざまな人々の姿が見えてくると、

ゆるやかなご近所づきあいが生まれま

す。普段はあいさつをかわす程度でも、

いざというときには小さな異変を察知

できる地域の力になっていくことが期

待されます。 

 

「ひとりぐらしのお宅で郵便物がたまっ

ている」 

「お隣のおじいちゃんの身なりが急に変

わってきた」 

「子どもが夜遅くひとりで外で泣いてい

る」 

 

 ご近所で起きている「異変への気づ

き」。 

 これも、ともに支え合う地域社会の重

要なキーワードです。 
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第２章 ともに支え合う だれもが自由に 

社会参加のできるまちづくりの推進のために 
 

 

【施策１】ともに支え合う地域社会を築く 
 

 

 

 

【互いに支え合い住み続けられる地域社会】 

○同じ地域で暮らす人々が互いを思いやり、支え合い、見守り合えるまちになっ

ている。 

○区民自らが、見守り活動などを通じて人や暮らしの多様性を知り、今まで知ら

なかった地域社会の課題に気づきあう機会が増えている。 

○日常的な見守り合いを通じて、災害時の地域住民や団体の協力関係が強化され

ている。 

○区、地域住民、地域活動団体等、練馬区社会福祉協議会、練馬まちづくりセン

ǿーとの連携により、地域での支え合いや助け合いが効果的に行われている。 

○町会・自治会や民生児童委員が、地域福祉の基礎的な担い手として信頼され、

活動をしている。 

 

 

 

 

 

 

 だれもが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域住民が主体

的に取り組む活動を支援し、互いが支え合う仕組みづくりに取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

５年間の目標 

めざす方向 
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つながり、見守る地域づくりに取り組む 

 

（１）平常時にゆるやかに見守りあえる地域づくりに取り組む 

 

ひとりぐらし高齢者、障害者、子どもなどが、地域社会のなかで安心して暮らし

ていけるよう、地域でゆるやかに見守る輪を広げ、見守り活動のすそ野を広げます。 

地域では、高齢者の生活や子育てへの支援など、地域の身近な課題に区民が自発

的に取り組む活動が活発に行われています。こうした自発的な活動が見守りの基盤

になります。 

出張所等を段階的に地域の見守りの拠点とすることを目指し、当面、モデル事業

を実施しながら、検証し拡大を図ります。モデル事業では、練馬区社会福祉協議会

と連携して、活動についての相談に応じたり、区民や団体間の交流の場を設けるな

ど、自発的な活動を側面から支援していきます。 

地域活動団体や事業者等の日常の活動を通じて得られた、何らかの支援が必要な

人の情報に、高齢者相談センター、子ども家庭支援センターなどの専門機関が迅速

に対応できるよう、情報をつなぐ見守りネットワークの拡充に取り組みます。 

見守り活動に関心を持つ区民が増えるよう、地域の団体等と連携し、情報交換会

の開催などに取り組みます。 

これらの取組をとおして、災害時の要援護者支援の担い手増加につなげていきま

す。 

 

 

現  況（※） 平成 31年度末の目標 

（平成 27年度より事業実施） 

モデル事業を実施している拠点数 

 ２か所、準備１か所 

モデル事業の検証、拡大 

【福祉部管理課】 

 

 

 

 

（※）「現況」欄は、原則として平成 26年度末の状況を記載しています。ただし、

平成 27年度の状況を記載したものについては、その旨を明記しています。 

 

 

 

取組項目１ 重 点  

事業番号１ 
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コラム 

 大泉西地域（西大泉・南大泉）では、

平成 26年 10月に、区が開講している

地域福祉パワーアップカレッジ卒業生、

認知症予防推進員、見守り訪問員、町会

など有志 10人が中心となって、『「気づ

き‟あい”のあるまち」をめざす会』を

発足しました。 

 この会は、地域の大きな課題となって

いる高齢者等の見守りについて考え、普

及啓発を図ることなどを目的として活

動を始めました。この会が中心となり、

町会、民生児童委員協議会、青少年育成

地区委員会、老人クラブ、避難拠点運営

連絡会、商店会、見守りボランティアの 

ゆるやかな見守りの取組（気づき“あい”のあるまち） 

皆さんに呼びかけ、住み慣れた地域で安

心して暮らし続けるために何ができる

かをテーマとして学習会などを行って

います。 

 また、気づきのポイントをまとめたリ

ーフレットを作成し普及啓発に努める

とともに、高齢者の見守りに加え、登下

校時における子どもたちの見守りパト

ロールや声かけ（あいさつ）活動なども

行っています。 
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（２）災害時要援護者の支援を充実する 

①要援護者の安否確認体制の強化 

大地震などの災害時には、「歩行が困難」「身近に支援をしてくれる人がいない」

など自力で避難することが難しい方（災害時要援護者）に対する支援が必要です。 

区では、高齢者や障害者等で災害時に自力での避難が困難な方に対して、災害時

要援護者名簿への登録を勧奨しています。名簿登録者に対しては、災害時に避難拠

点（区立小中学校 99 校）に参集した民生児童委員、区民防災組織、ボランティア

等の協力による安否確認を実施します。 

また、災害時要援護者名簿未登録者で災害時に避難の支援が必要な方については、

区が保有する情報に基づく名簿を区内４か所の総合福祉事務所に配置します。災害

時には、被害甚大地域を優先に、総合福祉事務所を拠点として区職員を中心に安否

確認を行う仕組みを構築します。 

併せて、ケアマネジャーや介護・障害福祉サービス事業者等との連携により、要

援護者に対する災害時の生活支援体制を強化します。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

災害時要援護者名簿登録者数 

26,061人 
支援体制の充実 

【福祉部管理課】 

 

【災害時要援護者名簿の活用イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
情報提供 

安否の確認 

各 機関 の活動に活用 

安否の確認や 
避難支援 

情報提供 

情報共有 

災害時要援護者 
（名簿登録者 ） 

民生児童委員 区民防災組織等 

消防機関・警察署 
 高齢者相談センター 

（地域包括支援センター） 
練馬区 

（関係部内で共有） 

情報提供 
平常時 

災害時 

事業番号２ 
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②福祉避難所の拡充 

区では、すべての区立小中学校を避難拠点として指定し、大規模災害時には避難

者を受け入れます。 

この避難拠点での避難生活が困難な要援護者を受け入れる福祉避難所1を、平成 27

年度から５年間で新たに３か所指定し、計 40か所にします。 

福祉避難所に指定している施設には、無線機を配備するなど、災害時の円滑な開

設・運営体制を確保します。 

また、区外の福祉避難所との相互利用に向けて、近隣自治体との協定締結等を検

討します。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

福祉避難所  37か所 福祉避難所  40か所 

【福祉部管理課、障害者施策推進課、高齢社会対策課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 区内のデイサービスセンターや福祉園、特別支援学校などを指定し、災害時に必要に応じて開設しま

す。 

事業番号３ 
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地域の福祉力を支える担い手を応援する 

 

区では、地域に暮らす住民が協力して、子どもから高齢者まで、だれもが安全で

安心して暮らせるまちづくりに取り組んでいます。 

区内では、町会・自治会をはじめ、民生児童委員、非営利地域福祉活動団体など、

さまざまな団体が地域の福祉を支える活動を行っています。 

こうした各団体の地域に密着した活動をより活性化するため、地域福祉を担う人

材の育成や地域福祉活動への参加者のすそ野を広げる取組を行い、地域の福祉力の

向上を図ります。 

 

（１）町会・自治会活動の支援 

 町会・自治会2は、長年にわたる活動実績と地域に根ざした強い結びつきとを持っ

て活動しています。近年、住民の地域活動への関心の低下とともに、参加者の減少

や担い手不足、役員の高齢化などによる活動の停滞が懸念されています。 

 近隣同士の相互扶助機能の基盤として地域住民の身近な生活課題に包括的に対応

する町会・自治会について、引き続き加入促進の取組を支援します。 

 また、地域の人材活用に関する先進的取組の情報を収集・発信しながら、各町会・

自治会の実情に応じた担い手づくりを支援します。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

加入世帯数 約 140,000世帯 加入世帯数の増加 

【地域振興課】 

 

（２）民生児童委員の活動支援、制度の周知 

民生児童委員は、地域における最も身近な相談役です。地域住民の立場で生活上

のさまざまな問題について幅広く相談や援助を行い、支援を必要としている区民と

区とのパイプ役を果たしています。 

民生児童委員の周知を促進し、地域住民の理解を深めるとともに、地域の団体、

関係機関等と連携して解決にあたるネットワークの充実に取り組みます。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

民生児童委員の周知 民生児童委員活動の充実 

【福祉部管理課】 

                                                   
2 町会・自治会は「地縁型」の地域活動団体であり、区内には約 250の団体があります。 

事業番号４ 

事業番号５ 

取組項目２ 
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（３）「地域福祉パワーアップカレッジねりま」の充実 

区では、平成 19 年 10 月「区民が協働で築く“ねりま”の地域福祉」の実現を目

指し、地域福祉を担う人材の育成と育成した人材を活かす仕組みづくりとを目標と

して地域福祉パワーアップカレッジねりまを開設しました。これまで１期生から７

期生 197名が卒業し、現在、８期生と９期生が在籍しています。 

多様なカリキュラムと多彩な講師陣をそろえ、２年間の修学期間で高齢、子育て、

障害、貧困など幅広く福祉について学び、卒業後はさまざまな地域活動を行ってい

ます。 

今後は、さらに実践的なカリキュラムの充実や地域活動団体との交流機会の充実

を図ります。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

（平成 27年度） 

１期生～７期生卒業、９期生入学 

卒業生の地域活動の割合：７割程度 

１期生～13期生卒業、15期生入学 

卒業生の地域活動の割合：７割程度 

【福祉部管理課】 

 

（４）ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）等の活動支援 

ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）やボランティアなどは、地域のさまざまな生

活課題に対して、自主的・主体的に取り組んでいます。 

ＮＰＯ法人等の活動が活発化し、公共活動の担い手として期待が高まるなか、活

動の安定性、継続性、発展性がより一層求められています。 

    引き続き、練馬区ＮＰＯ活動支援センターの事業を通じて、ＮＰＯ法人等の設立、

運営の強化、活動の充実につながる支援をしていきます。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

ＮＰＯ法人等の活動支援 充  実 

【地域振興課】 

 

（５）（仮称）地域福祉フェスタの実施 

区では、地域福祉に関心のある方を対象に、地域活動に参加するきっかけづくり

の場として地域福祉入門セミナーを実施しています。また、地域福祉活動を行う団

体間のネットワークを広げる機会を提供する「地域福祉活動団体交流会」の開催や、

団体の活動内容について広報・周知するなどの支援を行ってきました。 

こうした取組を統合し、より多くの区民が参加できる催しとして、「（仮称）地域

福祉フェスタ」の開催に向けた検討を進めます。 

事業番号６ 

事業番号７ 

事業番号８ 
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現  況 平成 31年度末の目標 

事業化の検討 実  施 

【福祉部管理課、練馬区社会福祉協議会】 

 

 

 
 コラム 

 地域福祉パワーアップカレッジねり

ま（略して「パワカレ」と呼ばれていま

す）は、地域で活動する意欲のある区民

等を主な対象として開設しました。授業

は、講義だけでなく討議やワークショッ

プ、施設見学、インǿーンシップなどを

取り入れています。授業運営への主体的

な関わりや学生が企画・運営するカレッ

ジ祭をとおして、地域の課題に自ら取り

組む姿勢を学んでいます。20代から 80

代の学生たちは、ワークショップ等の授

業では時にぶつかりながら議論を重ね、

課題に取り組む過程のなかでお互いを

知り、理解しあい、卒業後の活動の仲間

を見つけていきます。 

 

 卒業後の活動分野はさまざまです。地

域住民の居場所づくりを目指して立ち

上げた相談情報ひろば「まちの駅 大泉

学園」は、パワカレで学んだ「人との接

し方」を活かして活動しながら、地域の

小学校で開催される避難訓練や防災会

議へも積極的に参加しています。「ＮＰ

Ｏ法人 健生会」は、健康をテーマに活

動し、期を越えたパワカレ生が加わり、

ニュース発行、サークル活動、障害児者

との交流などを行っています。オカリナ

演奏を通じて地域活動に参加している

「虹の会」と「りぼん」は、定期的に福

祉施設を回っています。パワカレで一緒

に学んだ同期生とともに立ち上げた子

育て支援団体の「ハッピーひろば」は、 

自ら解決！「地域福祉パワーアップカレッジねりま」 

利用者だった方がボランティアとして参

加したり、地域の町会等と連携し高齢者の

ためのサロンを開催するなど活動を広げ

ています。「練馬ボッȁャクラブ」は、ボ

ッȁャというパラリンピックスポーツを

とおして、障害の有無や年齢に関わらず交

流できる場を提供しています。障害のある

方はもちろん、高齢者、子どもにも人気で

す。歌と体操など音楽をとおした地域活動

を行っている「パワーアップシンガーズ

“SOLE”」は、期を越えた仲間を増やし、

区内の高齢、障害等の福祉施設で活動して

います。「ケアラーズカフェ Coもれび」

と「よろずほっとホット」は、自宅を開放

した居場所づくりを行っています。 

 

 ほかにも民生児童委員、町会・自治会

への参加など、卒業生は幅広く、連携し

あいながら区内全域に活動を広げていま

す。 
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地域課題を自ら解決する力を引き出す  

 

区民が広く地域のできごとに関心を持ち、それぞれの立場で地域の活動に関わる

ことが地域福祉の推進につながります。 

また、地域で発生するさまざまな課題を解決するためには、自ら取り組んだり、

公的なサービスを利用したりするだけではなく、地域住民相互の支え合い（互助）

による活動が重要です。 

だれもが安心して暮らせるまちづくりのため、地域における人と人とのつながり

の輪を広げ、身近な地域で主体的に課題解決に取り組む地域住民の活動等を支援し

ていきます。 

 

（１）地域福祉コーディネーターによる地域福祉の基盤づくり 

 

区では、地域での支え合いの力を高めることを目的として練馬区社会福祉協議会

に地域福祉コーディネーター3を配置し、地域福祉推進の基盤となる地域支援ネット

ワークの構築を進めています（小地域福祉活動の推進）。 

地域福祉コーディネーターは、町会・自治会単位の身近な地域で行われる住民同

士の支え合い、助け合いの活動が活性化するよう、さまざまな側面から支援を行い

ます。また、ゆるやかに見守り合える地域づくりのモデル事業を支援するほか、「生

活支援コーディネーター4」の役割も担いながら地域への働きかけを行っています。 

こうした取組に加えて、練馬区社会福祉協議会では、地域の住民や活動団体に対

して「地域福祉協働推進員5」への登録を呼びかけ、暮らしている地域に関心を持ち、

住民同士がつながりながら地域づくりに関われるように支援していきます。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

地域福祉コーディネーターの活動地区 ２地区6 

 

「地域福祉協働推進員」登録の呼びかけ 

活動地域の拡大 

 

700人 

【福祉部管理課、練馬区社会福祉協議会】 

 

                                                   
3 住民や活動団体等に働きかけて情報の収集や提供を行い、相互に連携しながら住民による支え合いが

広がるよう、支援を行う「地域のつなぎ役」です。 
4 地域での支え合いを推進するため、ボランティアなどの活動を希望する元気な高齢者と生活支援サー

ビスを提供する事業者や団体等との橋渡しを行います。 
5 日々の暮らしのなかで、地域づくりのためのちょっとした行動や活動を近隣同士で共有し、つながり

ながら、地域づくりに関わる一般の区民です。 
6 小地域福祉活動に取り組む地域の範囲は、民生児童委員地区協議会（20 地区）の範囲や高齢者相談セ

ンター支所（25 か所）の管轄エリア（人口 3 万人～3.5 万人）を想定しています。 

事業番号９ 

取組項目３ 
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コラム 

 社会福祉協議会は、社会福祉法に基づ

き「地域福祉の推進」を目的として設置

されている社会福祉法人です。地域住

民、社会福祉関係者、福祉・医療など関

係機関の参加・協力のもと、福祉分野に

おける専門性と関係機関等の連携・調整

を図る機能とを活かし、住民が住み慣れ

た地域で安心して生活できる「福祉のま

ちづくり」の実現に向けた活動を行って

います。 

 練馬区社会福祉協議会では、「つなが

りのある地域をつくる」ことを目指し

て、以下のような取組を行っています。 

 
地域生活における 

さまざまな相談の対応 

 

・何か社会のために役立ちたい、という

思いを実現するために 

⇒ボランティア・市民活動の相談、支援 

 

・判断能力に不安がある方が安心して福

祉サービスを利用できるように 

⇒福祉サービス利用援助事業、成年後見

制度の利用支援 

 

・生活上の困難な課題を抱えている方が

生活を整えられるように 

⇒自立に向けた相談、支援 

 

・障害がある方が地域で豊かに生活でき

るように 

⇒生活や働くことに関わる相談、支援 

練馬区社会福祉協議会 

小地域福祉活動の推進 

 

 住み慣れた地域で安心して暮らすた

め、地域の皆さんが地域課題に気づき、

育ちあい、地域の福祉力を高める活動に

主体的に取り組めるよう「地域福祉コー

ディネーǿー」を配置するとともに、「地

域福祉協働推進員」の登録を呼びかけな

がら、地域づくりを支援しています。 

 

＜小地域福祉活動の例＞ 

・ご近所の見守り・声かけ活動、個別

訪問活動 

・地域住民が気軽に集まり交流できる

場の開催 

・食事サービス、家事援助活動、外出

支援 

・住民懇談会（講演会、勉強会など）

の開催 

・地域住民の安全確保（通学路の見守

り、地域防犯パトロールなど） 

・災害時に向けた準備、災害時の要援

護者支援体制づくり  など 

 

 区では、練馬区社会福祉協議会と協働

して、地域の皆さんが住みやすいまちづ

くりに取り組み、支え合いの活動ができ

るよう応援しています。 
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（２）ユニバーサルデザイン推進ひろばの充実 

だれもが地域の一員として快適に生活し、自由な行動と社会参加のできるまちの

実現のため、福祉分野とまちづくり分野の取組を横断するユニバーサルデザイン推

進ひろば事業を行っています。正しい知識や必要な情報の提供など、福祉のまちづ

くりに積極的に取り組む区民、事業者等の支援を行います。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

事業の実施 充実 

    【福祉部管理課】 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

事業番号 10 

コラム 

 ユニバーサルデザイン推進ひろばは、

区民、事業者とともに福祉のまちづくり

を推進するため、区民等が気軽に立ち寄

って、ユニバーサルデザインについて学

び、相談し、支援を受けることができる

拠点です。 

 ユニバーサルデザイン推進ひろばを

運営する練馬まちづくりセンǿーは、公

益財団法人環境まちづくり公社に設置

され、まちづくりや景観に関する専門家

派遣による区民活動の支援や調査研究

等、さまざまなまちづくり推進事業を行

っています。 

 一般に、都市環境の整備には、ハード

分野とソフト分野 7の両面から取り組む

必要があるとされています。ユニバーサ

ルデザイン推進ひろばは、ハード面の課

題（物理的なバリア）とソフト面の課題

（制度・情報・こころのバリア）を一体

的・連続的な課題ととらえ、この課題解

決を区民・事業者とともに進めるための

拠点となるものです。 

まちづくりセンターとユニバーサルデザイン推進ひろば 

 区民の力、地域の力を育み、つなげる

ことにより、ともに考え取り組むことの

できる地域活動団体や施設、事業者、設

計者、個人を増やし、すべての人がとも

に生活できる空間の整備と、人と人との

相互理解によるネットワークを形成す

ることを目的としています。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

7 バリアの解消のためには、公共交通施設、道路等の公共施設、建築物の整備などハード面の取組と、

わかりやすい情報提供や意思表示等を支援するための人的支援などソフト面の取組を一体的総合的に進

めることが必要です。 
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（３）やさしいまちづくり支援事業の創設 

平成 18 年度から実施してきた福祉のまちづくりパートナーシップ区民活動支援

事業を拡充し、やさしいまちづくり支援事業に取り組みます。本計画の取組の視点

や施策に沿った、区民自らが主体となる創意工夫あふれる企画提案事業に対し、活

動費の一部助成やアドバイザー派遣などの支援を行います。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

助成対象団体数 15団体 
年間 15団体への支援 

（助成対象団体数 延べ 75団体） 

    【福祉部管理課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

事業番号 11 

コラム 

 区では、第 1 期地域福祉計画（平成

18 年度～22 年度）を策定する際に、

区民の提案を受けて「相談情報ひろば」

を事業化しました。 

 

 地域では、さまざまな団体が福祉の向

上に向けた活動を展開しています。 

 こうした活動のうち、つぎの内容を総

合的・継続的に提供する場を「相談情報

ひろば」と位置づけ、実施団体に対して

運営経費の一部を助成するなどの支援

を行っています。 

 

①ご近所同士の語らいの場、趣味活動の

場として使うことができる 

「相談情報ひろば（みんなのふれあいサロン）」はどんなところ？ 

②地域の行事や催し物などの情報を集

め、掲示・提供している 

③「身近な相談相手」として、日常の困

りごとや悩みなどを相談できる 

④地域福祉活動の拠点としての役割を

担う 

 

 相談情報ひろばでは、このほか各団体

の創意工夫によって、その持ち味や特色

を生かしたさまざまな事業が行われて

います。 

 

 平成 27年 12月現在、区内には、11

か所の「相談情報ひろば」が開設されて

います。 
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事業番号 12 

災害ボランティア 

センターの運営 

大規模な災害が発生した際には、被災者のニ

ーズを把握し、ボランティアのコーディネー

トを担う災害ボランティアセンターの運営を

練馬区社会福祉協議会と連携して行います。 

福祉部管理課 

練馬区社会福祉

協議会 

事業番号 13 

ボランティア活動等

への支援 

地域福祉の向上につながるボランティア活動

や区民が主体となる地域福祉活動の支援を行

います。 

福祉部管理課 

練馬区社会福祉

協議会 

事業番号 14 

非営利地域福祉活動

団体 8への支援 

家事援助・介護サービス、食事サービス、移

動サービスなどの提供を行っている団体に対

して、資金面や運営面の支援を行います。 

福祉部管理課 

事業番号 15 

「相談情報ひろば（み

んなのふれあいサロ

ン）」事業の支援 

地域活動団体が運営する「相談情報ひろば（み

んなのふれあいサロン）」の活動の周知や運営

経費の一部を助成します。 

福祉部管理課 

事業番号 16 

福祉のまちづくりサ

ポーター育成事業の

推進 

区では、さまざまな立場の人々、福祉のまち

づくりに関心のある区民、専門家等を福祉の

まちづくりサポーターとして登録していま

す。 

サポーターは、より利用しやすい道路、公園、

施設、サービス等の整備や改善を行うための

活動を行います。 

福祉部管理課 

事業番号 17 

居場所づくりの創出

支援 

だれもが気軽に立ち寄って会話や交流を楽し

める居場所（サロン）の役割を再評価し、身

近な場所の利活用など、開設・運営を目指す

区民への効果的な支援方策を検討します。 

福祉部管理課 

練馬区社会福祉

協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の取組項目 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

8 営利を目的とせず、練馬区民を主な対象とした福祉活動を行う民間団体 
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【施策２】ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりを進める 

 

 

 

 

【だれでも行きたい場所へ出かけられる】 

〇だれもが地域のつながりや活動への「第一歩」を踏み出しやすいまちづくりの

ため、さまざまな施設のバリアフリー化が進められ、すべての人にとって安全

かつ円滑に利用できるよう改善が継続的に行われている。 

○多数の区民が利用する建築物、公共交通施設、道路、公園などが相互につなが

りを意識して整備され、まち全体としての利便性や快適性が向上している。 

〇区民の生活に欠かせない身近な店舗などの民間建築物がバリアフリー化され、

高齢者、障害者、子育て世代、外国人などだれもが利用しやすくなっている。 

〇整備や改善にあたっては、多様な利用者の視点が反映されている。 

 

 

 

 

 

 

 駅を中心に主要な施設を結び安全、快適に移動できる経路を増やします。 

 多様な人の視点を取り入れた区立施設や区立公園の整備、改善を行います。 

 小規模な店舗、診療所等の出入口やトイレのバリアフリー改修を促進します。 

 バリアフリー設備の適正な運用について管理者の理解を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざす方向 

５年間の目標 
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使いやすい公共施設・スムーズに移動できる経路を増やす 

  

 公共交通施設、道路、公園、建築物などそれぞれのバリアフリー化を着実に進め

ることと併せて、それぞれの施設相互のつながりを意識した整備を進めます。例え

ば、建築物と道路等が相互に接する部分について連続的に整備されるよう調整に努

めます。 

また、建築物等の整備にあたっては、より使いやすい整備を行うため、高齢者、

障害者、子育て世代など多様な利用者の意見を聞き、その視点を設計等に反映する

取組を進めます。 

 

 

（１）駅と周辺の主要な公共施設を結ぶ経路の 

             ユニバーサルデザイン化 

 駅周辺では主要な施設と駅等を結ぶ経路について、より安全に移動できる整備の

方針や手順等のガイドラインを定め、さまざまな部課が連携し整備、改善を進めま

す。 

 

 現  況 平成 31年度末の目標 

対象路線の検討 
ガイドライン策定 

主要駅周辺経路指定 

【建築課、計画課】 

                 

（２）より使いやすい区立施設、区立公園の整備 

 区立施設や区立公園は、すべての人が安全かつ円滑に利用できるよう、率先して

練馬区福祉のまちづくり推進条例に定める整備基準へ適合するよう努めます。 

一定規模以上の区立施設の新築または区立公園の新設、大規模改修などの際には、

設計の段階で高齢者、障害者、子育て世代など多様な利用者から意見を聞き、より

効果的な整備を行います。 

また、設計、施工、施設管理を通じて利用者の特性とニーズの把握に努め、優れ

た整備や運営についての手法等の蓄積と情報発信に努めます。 

 

 現  況 平成 31年度末の目標 

    意見聴取事業実施施設 

  平成 22年度～26年度 

  延べ４件（改修） 

意見聴取事業実施施設 

平成 27年度～31年度 

延べ８件（新築・新設・改修） 

【建築課、施設管理課、道路公園課】 

 

事業番号 18 

事業番号 19 

取組項目１ 
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（３）だれもが利用しやすいスポーツ環境づくり 

年齢や障害の有無にかかわらず、だれもが安心してスポーツ活動ができるよう、

体育館、プール、運動場の改築や改修にあたってバリアフリー化を推進します。 

主要なスポーツ施設のだれでもトイレやベビーベッド等の整備はほぼ完了してい

ますが、さらなる利便性向上を目指し、施設の改築、改修に併せてユニバーサルデ

ザインの考え方を取り入れた施設整備を行います。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

体育館、プール等の 

だれでもトイレの設置 

ユニバーサルデザインに配慮した施設整備 

（（仮称）練馬総合運動場公園内屋外スポー

ツ施設整備、総合体育館改築（設計）） 

【スポーツ振興課】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

事業番号 20 
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安心して使える・気軽に行ける身近な民間施設を増やす 

 

商業施設や医療施設をはじめとする区民に身近な建物が、高齢者、障害者、子育

て世代、外国人などだれもが安心して利用できることは、地域の交流を育み、つな

がりのある地域形成を促進します。練馬区福祉のまちづくり推進条例に基づき、新

築や増改築等の際にはより水準の高い整備を誘導するとともに、設計者や建物所有

者等がユニバーサルデザインへの理解を深める取組を推進します。 

 

 

（１）安心・快適なトイレ普及（福祉のまちづくり整備助成制度） 

  

民間建築物（診療所、店舗、共同住宅等）のバリアフリー改修費用の一部を助成

し、既存建築物の改修促進を通じて、高齢者、障害者、子育て世代などに利用しや

すいトイレを増やします。また、トイレ情報などのホームページ掲載等、事業者の

自主的な取組を促し、区民の外出に役立つ情報提供を検討します。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

バリアフリー助成 131件（累計） バリアフリー助成 280件（累計） 

【建築課】 

 

 

（２）設計や施工に活かすユニバーサルデザイン技術の蓄積 

 

利用者のニーズ等の収集、効果的な手法や留意事項の共有など、ユニバーサルデ

ザインの視点から設計や施工等の技術向上につながるデータ蓄積を進めます。これ

により、設計者、施工者、施設管理者が、利用者の多様なニーズを理解し、きめ細

かい配慮を行えるよう支援します。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

事例紹介等勉強会の実施 
優良事例および留意事項集の作成 

技術者対象研修の実施 

【建築課、施設管理課】 

 

 
 
 

事業番号 21 

事業番号 22 

取組項目２ 
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コラム 

＜建物＞ 

4 年間で 380 施設以上に、新たな

車いす対応トイレができました 

 平成 23～26 年度、建築物の新築等

に伴い区内約 380 施設に車いす対応ト

イレが新たに設けられました。 

 建築物のバリアフリー化は、平成 22

年度の練馬区福祉のまちづくり推進条

例制定によって大きく進展しました。よ

り小さな店舗、診療所、共同住宅のバリ

アフリー化が進み、既存建築物でもバリ

アフリー改修助成を活用する店舗が増

加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜道路＞ 

歩きやすい環境を整備しました 

 平成 22～26 年度の５年間で、区内

97 か所の交差点の歩行者横断部におい

て改良工事を行いました。視覚障害者誘

導用ブロックの設置、歩道部と車道部間

の段差解消など、より安全で歩きやすい

道路環境の整備に取り組みました。 

 

＜公園＞ 

新規開設および改修にあわせて施

設をバリアフリー化しました 

平成 21年度に改修を行った区立豊玉公 

福祉のまちづくりのこれまでの取組 

園（通称「ǿコ公園」）では、「みんなの

ǿコ公園かいぎ」を立ち上げ、障害があ

る方々とともに議論を重ね、ユニバーサ

ルデザインモデル公園としての整備に

取り組みました。改修後は、だれもが楽

しめる公園として、お花見の時期はもと

より、人気のǿコのすべり台など、幅広

い世代の方々に利用されています。 

 

＜駅＞ 

区内全駅でバリアフリールートが 

確保されました 

 平成 18年に施行されたバリアフリー

法は、鉄道駅の出入口からホームまでの

経路についてバリアフリー化された経

路を１以上設けることを求めています。

平成 23年 8月、区内 21駅すべてにお

いて、バリアフリー化された経路が１経

路以上確保されました。区では、さらな

るバリアフリー化を促進するため、事業

者に働きかけを行っています。 

 

＜駅周辺等＞ 

まちづくりに合わせてユニバーサ

ルデザインに配慮しました 

 大泉学園駅北口地区では、再開発事業

の完了により大きく変化しました。南北

をつなぐペデストリアンデッキを設け、

再開発ビル２階の床を駅改札口の高さ

と合わせることで、ペデストリアンデッ

キ内での段差をなくしました。また、区

内で初めてペデストリアンデッキにエ

スカレーǿーを設けました。再開発ビル

の外周は、新たに歩道を整備し、みどり

を配置し、やすらぎのある歩きやすい空

間を演出しています。 

助成金を活用し、小規模店舗に 
新たに使いやすいトイレを設置した例 
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事業番号 23 

だれでもトイレの整

備推進（学校、公園、

民間施設） 

公共施設等総合管理計画等に基づき、大規模改

修等の機会をとらえて整備を推進します。ま

た、福祉のまちづくり推進条例に基づき、民間

施設のだれでもトイレ整備を促進します。 

施設給食課 

道路公園課 

建築課 

事業番号 24 

駅のバリアフリー化

の促進 

より安全で快適な乗り換えを実現するため、エ

レベーターの増設など、さらなるバリアフリー

化について鉄道事業者に働きかけます。 

交通企画課 

事業番号 25 

公共的建築物のバリ

アフリー整備状況等

の公表 

公共的建築物の新築等に併せ、整備を行ったバ

リアフリー設備等についてホームページ等で

公表します。 

建築課 

事業番号 26 

施設運営者・管理者向

け適正な維持管理に

関する研修 

区立施設等の施設運営・管理に携わる職員や民

間事業者を対象に、バリアフリー設備等の適正

な維持管理について研修を実施します。 

建築課 

事業番号 27 

道路のバリアフリー

化・無電柱化の推進 

多くの人が日常生活で利用する公共施設等を

結ぶ道路においてバリアフリー化や無電柱化

を実施し歩きやすい道づくりを目指します。 

計画課 

事業番号 28 

公園のバリアフリー

化の推進 

スポーツや花の名所など区内外から多くの人

が訪れるような魅力的で特色ある公園整備に

おいて、ユニバーサルデザインやバリアフリー

化の推進など、だれもが楽しめる公園づくりを

目指します。また、既存公園については、改修

等に併せて出入口等のバリアフリー化に取り

組みます。 

道路公園課 

事業番号 29 

放置自転車対策 

従来の自転車駐車環境だけでなく、買い物客が

利用しやすい短時間は無料で利用できる自転

車駐車場整備を推進し、歩行者や車いす利用者

などが安心して通行できるまちづくりの実現

を目指します。  

交通安全課 

事業番号 30 

自転車走行空間の整

備推進 

都市計画道路の整備に際して、自転車レーン等

の設置を推進します。 
交通安全課 

事業番号 31 

福祉連携緑化事業 

区内の公園や施設周辺の植栽に草花を増やし

ます。維持管理にあたっては障害者施設等利用

者と地域のボランティア等が協力する取組を

行います。 

みどり推進課 

その他の取組項目 
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【施策３】多様な人の社会参加に対する理解を促進する 

 

 

 

 

【多様な区民が暮らしやすいまち】 

○互いの個性を認め合い、だれもが地域の一員としていきいきと快適に生活し、

自由な行動と社会参加ができる。 

○多様な人の立場や心身の状況によりバリアがあることに気づき、理解しようと

努めている。相手のために自分ができることを学ぼうとしている。 

○だれもが使いやすいように整備された設備や案内表示の必要性について理解

し、望ましい状態が続くよう区民が積極的に協力している。 

○まちなかで困っている人を見かけたときに気軽に声をかけ、行動することがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 地域のなかの物理的バリアや制度・情報・意識のバリアについての学びをとお

して、多様な人の社会参加に対する理解の促進に取り組みます。気軽に声がかけ

あえる、外出しやすい環境をつくります。 

 

 

 

 

       

めざす方向 

５年間の目標 
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学び合いで、個性をのばし、感性を育む 

 

高齢者、障害者、妊婦や子ども、ケガをした人、外国人など多様な人の立場や状

況を知り、自分には感じられなかったバリア（障壁）が地域にあることを学ぶ場を

提供します。互いを「知らない」ことから生まれる「偏見」や「差別」のない、だ

れもが暮らしやすいまちの実現に取り組みます。 

また、区立学校（園）では平成 32 年（2020 年）東京オリンピック・パラリンピ

ックを契機として、国際理解教育の充実やオリンピック・パラリンピック教育推進

校の取組を通じ、多様な人の立場にたって物事を考え、判断・行動できる力を育み

ます。 

また、だれもが気軽に参加できる「（仮称）ユニバーサルスポーツフェスティバル」

を開催します。 

 

（１）小学生ユニバーサルデザイン体験教室の拡充 

小学生ユニバーサルデザイン体験教室は、小学生が段差など身近なバリアの体験

や障害のある方などの話を通じ、まちのなかにあるバリア等へ興味関心を高め、多

様な人に対する理解を促進するための講座です。 

また、学校独自でも取り組めるよう講座の内容をメニュー化した体験教室実施マ

ニュアルを作成します。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

体験教室実施マニュアル作成の検討 体験教室実施マニュアルの作成 

【福祉部管理課、教育指導課】 

 

 

（２）多様な人との相互理解の促進 

高齢者、障害者、子育て世代、外国人など、多様な人々が気軽にまちに出て交流

を行うためには、公共交通施設や道路、建物などのバリアフリー整備や相互理解な

ど、どんなことが必要なのかを学び、理解を深めることが必要です。だれもが地域

の一員として快適に生活できるよう、ともに支え合い、自由に社会参加できるまち

の普及啓発に取り組みます。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

― 相互理解のための小冊子の作成 

【福祉部管理課】 

事業番号 32 

事業番号 33 

取組項目１ 
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コラム 

 区内小中学校では、各教科において多

様な人に対する理解を深める学習の機

会があるほか、総合的な学習の時間等を

活用し福祉教育に取り組んでいます。 

 福祉のまちづくり総合計画（平成 23

年度～平成 27年度）においても、練馬

まちづくりセンǿーとの協働により「小

学生ユニバーサルデザイン体験教室」を

実施してきました。 

小学生ユニバーサルデザイン教室では何をするの？ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小学生ユニバーサルデザイン体験教

室は、障害のある方等が講師となり、車

いす体験や多様な人との出会いをとお

して、多様性に対する理解、思いやりの

気持ちや行動につながるようプログラ

ムされています。また、学習後のまとめ

や発表によって、発表会に参加した保護

者や地域住民への啓発を行っています。 
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利用しやすい情報・案内で安心・快適な生活を支える 

    

現代は大量の情報があふれています。だれもがともに暮らし社会参加のできるま

ちを実現するために、すべての区民が生活に必要な情報を入手できることが必要で

す。 

生活に必要な情報には「行政からの情報（福祉サービスを含む）」、「身近な地域に

おける生活情報・ルールに関する情報」、「災害時の情報、事前の防災情報」などが

あります。 

高齢者、障害者、外国人などが情報を得ることが困難な状況も想定し、必要な情

報を適切に入手できるよう、情報通信技術等を活用しながら、わかりやすく効果的

な情報提供を行います。 

 

 

（１）印刷物のユニバーサルデザインガイドラインの活用 

だれにでもわかりやすく、受け取りやすい情報発信を進めるため、文字の大きさ、

字体、配色など表現方法に配慮する事項をまとめた「印刷物のユニバーサルデザイ

ンガイドライン」を活用し、職員の意識向上に向けて取組を進めていきます。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

印刷物のユニバーサルデザイン 

ガイドラインの作成 
取組の定着・向上 

【広聴広報課】 

 

 

（２）ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した情報バリアフリーの推進 

①地図情報と連携したバリアフリー情報の発信 

移動手段や目的地に関わる情報を事前に得て、だれもが気軽に外出できるよう、

ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し、区立施設や駅など公共的施設のバリアフリー状

況がわかる地図情報を発信します。情報の発信にあたっては、スマートフォンから

の閲覧やバリアフリー設備の検索等、技術の進展を踏まえた使いやすい情報の提供

に努めます。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

― 
公共施設等バリアフリー情報の 

ポータルサイトの構築 

【福祉部管理課】 

資料３（施策６）（修正後） 

事業番号 34 

事業番号 35 

取組項目２ 
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②イベント等におけるＩＣＴの活用 

だれもがさまざまなイベントに参加し楽しむことができるように、展覧会や舞台

鑑賞などでの音声ガイド等の導入や、練馬区の魅力の収集・発信ツールとしてのス

マートフォンの活用策など、ＩＣＴの活用について検討します。 

そのほか、練馬区民事務所の窓口に通訳者とつながったタブレット端末を設置し、

外国人住民の方が的確なサービスを受けられるようにします。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

― 音声ガイドを活用した展覧会等の開催 

【文化・生涯学習課】 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

事業番号 36 

※下図はイメージです。 

日  月  火  水   木  金   土 

1   2  3   4  5  6  7 

8   9  10   11   12   13   14 

コラム 

 色覚（色の感じ方）は、味覚や臭覚と

同じように人によってさまざまです。こ

のため、見やすくするためにつけられた

色使いが、かえって見分けにくくなり、

情報を正確に受け取れない人がいます。  

また、一般的な色覚であっても、老化や

疾病などにより色の感じ方が変化する

場合もあります。できるだけ多くの人に

分かりやすく正しく情報が伝わるよう

に、色の使い方などあらかじめ配慮する 

カラーユニバーサルデザインって なに？ 

ことを「カラーユニバーサルデザイン」

といいます。 

  

 例えば、カレンȀーで休日を表す赤い

文字は、黒い文字との区別がつきにくい

人がいます。できるだけ多くの人に見分

けやすい配色を選んだり（赤色の代わり

に「赤だいだい色」を使用するなど）、

休日を四角で囲む等、平日と区別して見

分けやすくする工夫が必要です。 
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やさしいまちづくりの取組のすそ野を広げる 

 

地域には高齢者、障害者、子育て世代、外国人など、さまざまな人が住んでいま

す。だれもが住み慣れた地域で、地域の一員として快適な生活を送ることができる

まち、互いに異なる個性に気づき、認め合うことのできるまちを目指します。成熟

社会にふさわしい区民、事業者、区の役割を検討し、やさしいまちづくりの取組の

すそ野の拡大に取り組みます。 

 

（１）「まちを笑顔にするための第一歩」の推進 

区内の事業者、店舗、団体等に対し、まちを笑顔にするための小さな行動（第一

歩）を実践するよう働きかけ、地域全体でやさしいまちづくりが広がるよう取り組

みます。さらに他の事業と連携し、これらの取組が広く実感できる仕組みづくりを

検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

― 制度の構築・実施 

【福祉部管理課、建築課】 

 

（２）やさしいまち通信の発行 

地域活動団体の情報や身近な地域の情報を発信し、外出しやすい環境を整えます。

相談情報ひろばの紹介など地域での取組についても発信し、多様な人との交流を促

します。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

― 年４回発行 

【福祉部管理課】 

行動の例 

 ・高齢者、障害者、子ども連れのお客さまに、積極的にお手伝いの声

かけをします。 

 ・お客様トイレをお困りの方にお貸しします。 

 ・盆踊り、地域まつり、もちつき大会など地域行事を通じて、顔の見

える関係をつくります。 

事業番号 37 

事業番号 38 

取組項目３ 
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事業番号 39 

小学生向けユニバー

サルデザイン体験教

室講師研修会 

小学生ユニバーサルデザイン体験教室のあり

方を検討し、ワークショップ等による学びを

とおして、体験教室の講師となる主体的な区

民等の支援を行います。 

福祉部管理課 

事業番号 40 

子どもから学ぶユニ

バーサルデザインま

ちづくり展 

スペシャルオリンピクス 9 等の障害者スポー

ツ大会や小学生ユニバーサルデザイン体験教

室など、福祉のまちづくり普及啓発の取組事

例などを紹介します。 

福祉部管理課 

事業番号 41 

多様な人の社会参加

に対する理解の普及

啓発 

多様な人の社会参加に対する理解を促すた

め、区民や事業者等を対象に啓発研修会を開

催します。 

福祉部管理課 

事業番号 42 

ねりま区報の発行（音

声版、点字版および外

国語版の発行） 

（月３回発行） 

ねりま区報は、カラーユニバーサルデザイン

等に配慮し、読みやすい文字の大きさや紙面

配置などを工夫しています。また、音声版、

点字版および外国語版(英語・中国語版)を作

成し多様な区民への情報提供に努めていま

す。 

広聴広報課 

事業番号 43 

外国人のための日本

語学習の支援 

外国人のコミュニケーション支援のために初

級日本語講座を実施しています。また、区民

やさまざまな団体によって主体的に運営され

ているボランティア日本語教室の活動を支援

します。 

地域振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の取組項目 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

9 知的障害のある方に、さまざまなスポーツトレーニングとその成果の発表の場である競技会を、年間

を通じ提供している国際的なスポーツ組織。その他の障害者スポーツ大会では、デフリンピックや全国

障害者スポーツ大会などが開催されています。 
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【施策４】福祉サービスを利用しやすい環境をつくる 

 

 

 

 

【福祉サービスが充実し、利用しやすいまち】 

〇福祉サービスが利用しやすくなり、併せてサービスの質の向上が図られている。 

〇権利擁護のための諸制度、事業者の経営の健全化、事業の透明性確保のための

システムが整っている。 

 

 

 

 

 

 

 福祉サービスの質的な向上を図るとともに、サービス利用の基礎となる権利擁

護制度を周知し利用を推進するなど、福祉サービスが利用しやすい環境を整えま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざす方向 

５年間の目標 
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保健福祉サービス利用者の権利擁護を推進する 

 

保健福祉サービスの利用者には、事業者との契約など自らの判断を求められるこ

とがあります。必要なサービスを適切に利用できるようにするためには、保健福祉

サービスの利用者の状況に応じて、成年後見制度をはじめとした権利擁護事業によ

る支援が必要です。 

区では、練馬区社会福祉協議会の権利擁護センター「ほっとサポートねりま」を

「練馬区における成年後見制度推進機関」と位置づけており、成年後見制度の周知、

普及、相談支援などをとおして制度の利用促進に取り組みます。 

また、成年後見制度を利用する方が多様な選択を行えるよう、「法人後見」の実施

に向けた体制の整備などについて、練馬区社会福祉協議会やその他の関係機関との

検討・協議を行います。 

 

 

（１）成年後見制度の利用支援 

「ほっとサポートねりま」では、成年後見制度の周知・普及や制度の利用を支援

するために、啓発冊子類の発行、一般相談や専門相談の実施、説明会や講演会の開

催などを行うほか、地域に出向いて行う相談会の実施など相談活動を充実します。 

また、家族会などの団体が実施する相談会や勉強会への支援も引き続き行います。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

啓発冊子類の発行、相談会の実施など 継続実施 

【福祉部管理課、練馬区社会福祉協議会】 

 

（２）成年後見人等の養成と支援 

成年後見制度の利用を必要とするだれもが、安心して制度を利用できるように、

弁護士や司法書士等の専門職後見人に加えて、後見人の担い手を増やす取組が必要

です。 

区では、「ほっとサポートねりま」と協働して、社会貢献として後見業務を担う意

欲のある区民が「社会貢献型後見人（市民後見人）」として活動できるよう、引き続

き、養成事業を実施していきます。 

「社会貢献型後見人」の後見業務の信頼性を高めるため、「ほっとサポートねりま」

が後見監督業務を担います。 

また、親族で後見人等となった人の後見業務を支援するため、情報紙「ねりま後

見人ネットだより」の発行、個別の相談受付や研修会の開催などを行います。 

 

事業番号 44 

事業番号 45 

取組項目１ 
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現  況 平成 31年度末の目標 

社会貢献型後見人養成研修修了者数 

（平成 17年度～26年度） 43人 
継続実施 

【福祉部管理課、練馬区社会福祉協議会】 

 

 

（３）地域福祉権利擁護事業の実施 

地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）10 は、物忘れや認知症状がある

高齢者や障害のある方が、適切な福祉サービスを選択し、円滑に利用するための手

続きや日常的な金銭管理などを支援する事業です。この事業は「ほっとサポートね

りま」が担い、区では財政的な支援を行っています。 

この事業の利用にあたっては、一人ひとりのニーズに応じた生活環境を整え適切

な支援計画を作成する必要があることから、「ほっとサポートねりま」と高齢者相談

センターなど関係機関との連携をさらに強化します。 

また、利用者の判断能力が低下し、事業の継続的な利用が困難となった場合には、

本人の状況を考慮しながら、的確な時期に成年後見制度へ移行するなど、より適切

な支援につなげていきます。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

地域福祉権利擁護事業の契約者数 

   106人（平成 27年３月末時点） 
継続実施 

【福祉部管理課、練馬区社会福祉協議会】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業番号 46 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

10 この事業は「契約」を前提とするため、対象者は、その契約内容について判断し得る能力を有してい

ると認められる方となります。 
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社会福祉法人等への指導、助言を充実する 

 

 平成 23 年８月 30 日に公布された「地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（第二次分権一括法）により、社

会福祉法が改正され、区内のみで事業を行う社会福祉法人の認可、指導検査等の権

限が、平成 25年４月１日に東京都から練馬区に移譲されました。 

区では、社会福祉事業の適正な実施のため、関係法令・通知等に基づき、社会福

祉法人・施設等への指導検査を実施し、運営全般について必要な指導、助言を行っ

ています。 

今後、専門性を要する分野においては民間の専門機関を積極的に活用するなど、

指導検査をさらに充実します。また、施設等への指導検査についても、介護・障害

等の事業担当部署と連携し一体的に実施します。 

今後の実施が予定されている社会福祉法人制度改革では、事業運営の透明性の向

上などとともに、地域公益事業 11 の実施が社会福祉法人に義務付けられる見込みで

す。区は、練馬区社会福祉協議会と協力しながら、地域公益事業の推進に取り組み

ます。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

練馬区内のみで活動する社会福祉法人 

           24法人 
充実 

【福祉部管理課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業番号 47 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

11 社会福祉事業として制度化されていない（市場による安定的・継続的な供給が望めない）福祉サービ

スを、地域のニーズを踏まえて無料または低額な料金により供給する事業 
 

取組項目２ 
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生活困窮者の自立を支援する 

 

生活困窮者自立支援制度は、平成 27年４月に施行された生活困窮者自立支援法に

基づき、失業や多重債務、また、子どもの教育など多様な課題を複合的に抱え生活

に困窮した区民に対し、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給、その他

の支援を包括的に行うことにより、生活保護に至る前の段階で、自立支援に結びつ

けることを目的とした制度です。 

 区では、生活困窮者の自立を支援するため、練馬区社会福祉協議会「生活サポー

トセンター」を拠点として、相談・支援の体制を整えています。 

「生活サポートセンター」では、生活困窮者一人ひとりの事情や能力に応じて、

丁寧できめ細かい対応を行い、課題の解決に向けた情報提供や関係制度の紹介、自

立支援計画の作成などの支援を行います。 

 この自立に向けた支援では、生活に困窮した区民を早期に把握し、その状態に適

した包括的な支援を行うことが重要とされています。そのために、地域で暮らし活

動する人、団体、関係機関において、「生活サポートセンター」の存在や役割を十分

に理解していただけるよう、引き続き、周知活動に努めます。 

 

現  況 平成 31年度末の目標 

生活困窮者自立支援制度 発足 

（平成 26年度はモデル事業を実施） 
制度の周知と関係機関等との連携強化 

【総合福祉事務所、練馬区社会福祉協議会】 

 

 

 

 

 

 

事業番号 49 

保健福祉サービス苦

情調整委員制度の周

知 

 

保健福祉サービスに対する苦情や相談に適切

に対応し、サービス利用者の利益を保護し、そ

の権利を擁護することを目的に、区長の附属機

関として、保健福祉サービス苦情調整委員制度

を設けています。こうした制度の周知・普及に

取り組み、保健福祉サービスの質の向上を図り

ます。 

福祉部管理課 

 

 

 

その他の取組項目 

事業番号 48 取組項目３ 
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第３章 計画の推進のために 
 

 

１ 計画の推進体制と進行管理 

 

（１）練馬区地域福祉・福祉のまちづくり総合計画推進委員会 

 

「地域福祉・福祉のまちづくり総合計画推進委員会」は、公募区民、学識経験者

等で構成されています。本計画の策定にあたっては、その理念や目的、計画に盛り

込むべき課題などについて意見を取りまとめ、平成 27年８月に区長へ報告を行いま

した。 

計画策定後は、計画の取組状況の点検や評価などを行います。 

 

  

（２）地域福祉・福祉のまちづくりを推進する庁内体制 
 

本計画の実施にあたり、全庁的な体制のもとに取組を進めることを目的として、

庁内に「地域福祉・福祉のまちづくり総合計画策定・推進委員会」を設置していま

す。この委員会は、福祉部長を委員長とし、本計画の計画事業に関連する組織の部

課長で構成されています。 

委員会では、各施策の推進、事業の実施にあたり、定期的に実施状況の把握、点

検を行い、その結果をその後の事業の実施や計画の見直しに反映させていきます。 

また、この委員会の下部組織として、「地域福祉・福祉のまちづくり総合計画策定・

推進委員会専門部会」を設置します。専門部会は、関係所管課長を構成員とし、本

計画の進捗状況を把握し、連携して取組を進めることを目的としています。 

 

 

２ 社会福祉協議会の「地域福祉活動計画」との連携 

練馬区社会福祉協議会では、平成 27年度を始期とする『第４次地域福祉活動計画』

において、地域福祉コーディネーターと地域福祉協働推進員が協働し、日常的なつ

ながりを深め、気づきの視点と育ちあいの視点を育む地域づくりを目指して、地域

福祉の推進に取り組むこととしています。 

これは、社会福祉協議会が、地域福祉推進に向け取り組んできたこれまでの実績

を踏まえ、より一層地域に身近な団体としての役割を明確化するものです。 

区は、本計画をより効果的なものとするため、社会福祉協議会で実施する計画事

業との連携を図りながら、取組を進めます。 
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３ 「ともに支え合う だれもが自由に社会参加のできるまち」の実現に向けて 

 「ともに支え合う だれもが自由に社会参加のできるまち」の実現への道筋とし

て、「気づき」「第一歩（行動）」「理解・共感」という循環を、地域社会のなかに生

み出していけるよう区民、事業者、区が協働して取り組むことを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

練馬区地域福祉・福祉のまちづくり総合計画 
ずっと住みたい やさしいまちプラン 

ともに支え合う だれもが自由に社会参加のできるまち 

 

地域社会において、「気づき」「第一歩」「理解・共感」の流れ・循環を生み出すために 

「福祉のまちづくり」と「地域福祉」の施策を総合的に展開する 

気づき 

 理解・共感 

第一歩 

（行動） 

 

このまちには 

さまざまな人や

暮らしがある 

ことに気づく 

さまざまな人 

に出会う 

きっかけ 

を得る 

一緒に話したり

活動する 

仲間が増える 

行きたい場所へ 

出かけられる 

出かける機会 

出かける場所が 

広がる 

一緒に話し 

一緒に出かけ 

まちのバリアや 

人のさまざまな 

立場を理解できる 

自分がまちで 

できることを 

考えるように 

なる 

計画の目標 
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【気づき】  

○人や暮らしの多様性への気づきを広げる 

 

 地域には、さまざまな人が暮らしています。高齢者、障害のある方、子育て中の

方、母国語が異なる方など、それぞれの状況によってニーズや障壁（バリア）と感

じることが異なります。 

 その多様さを知ることから社会のバリアにも気がつき、立場の異なる方の状況を

共感的に受け入れることが「気づき」です。「気づき」は、地域社会の課題を発見す

るきっかけになり、知らないことで生まれる「偏見や差別」をなくすことにもつな

がります。 

このような「気づき」の機会を区民に広げる取組について、当事者や区民等によ

る意見交換を通じて、具体的な方策を検討し、実践していくことが重要です。 

 

【第一歩（行動）】  

○区民の主体性を尊重し、その第一歩を応援する・支援する～ 

 

 地域社会のなかで「気づき」を広げていくためには、だれもが地域のつながりや

活動への最初の「第一歩」を踏み出しやすくすることが必要です。 

 そのためには、地域に暮らすさまざまな人々が、気軽に出会い・交流できる機会

を増やし、ともに活動できるようにするとともに、だれもが安心して外出できるよ

うに、交通機関、移動経路、生活に欠かせない施設やサービス等を快適に利用でき

る環境を整えることが大切です。 

 

 

【理解・共感】  

○「ともに支え合い暮らす福祉」への理解・共感の輪を広げる 

 

 「第一歩」をきっかけに、区民一人ひとりの出会いや活動の場が徐々に広がるこ

とで、立場の違う人々の問題を理解・共感し、それを自分や地域の課題として考え

ることができる気持ちが地域社会のなかに広がっていくことを期待しています。 

 こうした気持ちの広がりが、「ともに支え合い暮らす」福祉の基盤になると考えま

す。 

 

 

 

 

 



 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料編 
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（１）計画策定の主な背景 

①見守りや地域のつながり 

 高齢者や子どもに対する虐待、いじめ、自殺、孤立死などが社会問題化していま

す。地域社会の都市化に伴う人と人とのつながりの希薄化、地域社会への関心の低

下などが、こうした問題の背景にあると考えられます。 

 地域住民の多様な生活課題を早期に発見し対応するためには、ご近所のちょっと

した変化に気づくなど、地域のきめ細かな目が必要です。 

 それぞれの地域の実情に合わせ、町会・自治会、民生児童委員などの地域で活動

する団体や個人が相互につながり、ゆるやかに見守りあえる住民主体の地域づくり

が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②災害時要援護者の支援体制の整備 

 区では、平成 19年度から「災害時要援護者名簿」の作成に取り組んでおり、本人

の同意を得て名簿へ登録し、民生児童委員、区民防災組織等、消防機関・警察署お

よび高齢者相談センター（地域包括支援センター）へ提供して、情報の共有を図っ

ています。 

 平成 25年６月に災害対策基本法が改正されたことを受け、平成 27年３月に「練

馬区地域防災計画」を修正し、その下位計画として「練馬区災害時要援護者支援プ

ラン（全体計画）」を策定しました。今後はこの支援プランに基づき、地域住民、事

業者、区等が連携し、災害発生時の名簿の活用方策や安否確認の具体的な体制づく

りを早急に進める必要があります。 

 

【出典】平成 27年度高齢社会白書（内閣府） 

■孤立死と考えられる事例の発生状況 

ひとりぐらし高齢

者の自宅での死

亡件数や単身居

住者の孤立死と

考えられる件数

は、都内におい

て年々増加傾向

にあります。 

東京 23区内において自宅で死亡

した 65歳以上ひとりぐらしの者 

単身居住者（賃貸住宅）で死亡から

相当期間経過後に発見された件数 

※(独)都市再生機構が運営管理する賃貸住宅で「団地内で
発生した死亡事故のうち、病死又は変死の一態様で、死亡
時に単身居住している賃借人が、誰にも看取られることな
く賃貸住宅内で死亡し、かつ相当期間（一週間を超えて）
発見されなかった事故（ただし、家族や知人等による見守
りが日常的になされていたことが明らかな場合、自殺の場
合及び他殺の場合は除く。）」を集計したもの。 

資料：東京都福祉保健局東京都監察医務院「東京 23区内に
おける一人暮らしの者の死亡者数の推移」 
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③生活支援ニーズの多様化に対応した地域福祉活動の担い手の拡大 

 核家族化が進み、ひとりぐらし高齢者や高齢者のみの世帯が増加しており、生活

課題は多様化しています。地域住民が地域で安心して暮らし続けるためには、公的

なサービスだけでなく、悩み相談や話し相手、外出時の付き添い、ごみ出しや電球

の交換など、地域住民として同じ立場で支え合う活動が必要です。 

 町会・自治会や地域活動団体などの活動をつなぐとともに、地域の生活課題に気

づいた住民の自発的な活動を支援するなど、身近な支え合いのネットワークの輪を

広げていく必要があります。 

 

④社会参加を阻害するバリアの解消 

高齢者、障害者、子育て世代、外国人などを含めたあらゆる人が社会活動に参加し、

それぞれの個性や能力を発揮することが期待されています。 

平成 18年 12月「一体的・総合的」なバリアフリー施策の推進を目指して、ハート

ビル法と交通バリアフリー法とを統合したバリアフリー法が制定されました。バリア

フリー法では、バリアフリー推進にあたっては当事者参加で利用者の視点を反映する

ことや心のバリアフリーの促進に取り組むこととしています。  

 区内でも個別施設のバリアフリー化は着実に進展しており、多くの区民が以前と

比べて外出しやすくなっていると実感していますが、一方で、まち全体のさらなる

利便性の向上、利用者の視点を取り入れた整備等への期待が高まっています。 

 

 

 

 

 

【出典】練馬区地域福祉・福祉のまちづくりに関するアンケート調査（平成 26年度） 

■地域福祉関連で今後の重要な取組 

「平常時の見守り活動支援」が

44.5％、「災害時の安否確認・支

援」が 47.5％と割合が高くなって

います。 
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また、社会参加の一層の促進のためには、ハード面の整備と併せて「情報のバリ

アフリー化」が必要です。肢体不自由、視覚障害、聴覚障害、知的障害、精神障害、

発達障害、認知症、外国人などのさまざまな状況にある情報の受け手が、情報を円

滑に取得できる取組を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤福祉教育や当事者の参加・交流機会の充実 

 子どもから高齢者まで、障害のある人もない人も、みんなで支え合いともに暮ら

していくことを社会共通の理念としていくためには、「自然な感覚」として、互いを

理解し思いやることが重要です。そのためには、学校での福祉に関する教育や、地

域においてさまざまな立場の方と交流し、学ぶ機会を拡充する必要があります。 

 

 

 

 

 

■ハード面の福祉のまちづくりに必要な取組 

「歩道のバリアフリー化」「休憩

施設の整備」「主要公共施設ま

での経路整備」の回答が高くな

っています。 

【出典】練馬区地域福祉・福祉のまちづくりに関するアンケート調査（平成 26年度） 

【出典】練馬区障害者基礎調査（平成 26年３月） 

■活動に参加するために必要な支援 
 

「情報提供」が、身体

障害者、知的障害

者、精神障害者、難

病患者のいずれの回

答でも高い割合を示

しています。 
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⑥福祉サービス利用者の権利擁護の推進 

 福祉サービスについては、近年、ＮＰＯや企業など多様な事業主体の参入が進み

利用者による選択の幅が拡大しています。利用者がサービスや事業者を主体的に選

択できる環境づくりが重要です。 

 保健福祉サービスの質の向上を図ることとあわせて、サービスの利用者がサービ

ス内容を十分に理解したうえで、主体的にサービスを選択できるよう相談支援体制

を整え、権利擁護を推進する必要があります。 

 

⑦生活困窮者の支援体制の整備 

 平成 27 年 4 月に、失業、多重債務、子どもの教育など多様な課題を複合的に抱え

た生活困窮者へ包括的な支援を実施し、生活保護に至る前の段階で自立を図るため、

生活困窮者自立支援法が施行されました。 

 区は、この制度を円滑に実施するため、法の施行を待たずに、平成 26 年度に、練

馬区社会福祉協議会に委託して自立相談支援事業の窓口となる「生活サポートセン

ター」を開設し、生活困窮者自立促進支援モデル事業を開始しました。 

 モデル事業の成果を踏まえ、生活困窮者の早期発見や自立生活の継続に必要とな

る支援機関等との連携強化により、早期支援が行える体制の整備に取り組んでいく

必要があります。 

 

 

 

 

 

【出典】練馬区区民意識意向調査（平成 25年度） 

■福祉のまちづくりを推進するための取組 
 
より一層福祉のまちづくりを推進するためにはどのような取組が必要だと思うか聞いたと

ころ、「学校・職場・地域などで、お互いを理解し、思いやる心を醸成するための教育を広

める」が最も多くなっていました。 
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（２）地域福祉・福祉のまちづくりに関する国等の動向 

①「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」 

の制定（平成 25年 6月） 

 平成 18 年に、国連では障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）が採択され

ました。この条約では、障害に基づくあらゆる差別を禁止しています。 

 わが国では、障害者権利条約の批准のため、障害者基本法改正、障害者総合支援

法施行などの制度改革を進めてきました。 

 障害者差別解消法の制定（平成 28 年４月施行予定）も、その一環となる取組であ

り、国の行政機関や地方公共団体、事業者に対して、障害者への不当な差別的取扱

いや合理的配慮の不提供を禁止することなどを定めました。今後は、関係省庁が、

事業者への障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応方針を作成するなど、

国や地方公共団体が、障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策に取

り組む予定です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②オリンピック・パラリンピック教育の推進（平成 26年度～） 

 平成 32 年(2020 年)の東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催決定を

受け、国および東京都では、幼児・児童・生徒の国際理解等を深める教育を推進す

るため、学校におけるオリンピック・パラリンピック教育の実践を進めています。 

 東京都においては、平成 27 年度から開始した「オリンピック・パラリンピック教

育推進校」の指定を、平成 28 年度からは公立の全校（園）に拡大し、オリンピア

ン・パラリンピアンの学校派遣事業において、オリンピック選手やパラリンピック

選手による実技指導等、直接的な交流機会を提供しています。 

【出典】内閣府「障害者差別解消法リーフレット（わかりやすい版）」 
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 また、オリンピック・パラリンピック教育の展開を契機として、今後は、特別支

援学校における障害者スポーツの体験、障害者スポーツを通じた小・中学校等との

交流など障害者スポーツのさらなる振興に取り組むこととされています。 

 
 

③「生活困窮者自立支援法」の施行（平成 27年４月） 

 国は、雇用を取り巻く環境の変化等による生活保護受給者数の増加、低賃金、無

年金等による生活困窮者の増加を受け、「第１のセーフティネット」である社会保険

制度・労働保険制度と、「最後のセーフティネット」である生活保護制度との間に、

「第 2 のセーフティネット」として生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化・

拡充を位置付け、生活保護に至っていない生活困窮者の自立の促進を図る方策を推

進するため、生活困窮者自立支援法を制定・施行しました。 

 この法律では、現行の仕組みのみでは支援することが困難な者へ、既存の制度を

活用しつつ、ワンストップで生活全般に渡る包括的・継続的支援を提供する仕組み

を構築すること、行政と地域の民間事業者や区民とがネットワークをつくり、それ

ぞれの強みを発揮し、生活困窮者を支援する仕組みを構築することを目指していま

す。 

 具体的には、必須事業として、「①自立相談支援事業」「②住居確保給付金事業」、

任意事業として、「①就労準備支援事業」「②一時生活支援事業」「③家計相談支援事

業」「④学習支援事業」等が創設されました。 

 なお、本制度は、厚生労働省社会援護局長通知により、地域福祉計画の中に位置

づけて計画的に取り組むことが効果的であるとされています。 

 

 

④介護保険法の改正（平成 27年度～） 

 団塊の世代が 75歳以上となる平成 37年（2025年）を見据え、持続可能な社会保

障制度の確立を図るために介護保険法が改正されました。「地域包括ケアシステムの

構築と費用負担の公平化」を目的に、①在宅医療・介護連携の推進などの地域支援

事業（介護保険財源で市町村が取り組む事業）の充実とあわせ、全国一律の予防給

付(訪問介護・通所介護)を地域支援事業に移行し多様化、②特別養護老人ホームに

ついて、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能に重点化、③低所得

者の保険料軽減を拡充 、④一定以上の所得のある利用者の自己負担を２割へ引上げ

(ただし、月額上限あり) ⑤低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給

付」の要件に資産などを追加、といった制度改正が行われました。 
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⑤社会福祉法人制度改革による地域公益事業の推進 

 社会福祉法人制度の見直しにより、平成 28年度から、社会福祉法人に地域公益事

業の実施を義務付ける法改正が国会で審議されています。地域公益事業は、社会福

祉法人が、地域の関係者とともにネットワークを組み、ひきこもりや孤独死といっ

た制度の狭間等のニーズに対してサービスの創造や支援を行うというものです。 

 制度の見直し後は、法人は自主的に地域公益事業を実施していくことになります

が、大小さまざまな規模の法人が地域の多様なニーズに過不足なく応えていくため

には、実施主体となる各法人が連携、調整を図ることが必要となります。 

 地域公益事業の実施においては、地域の福祉ニーズを把握するためのネットワー

クづくりなど、練馬区社会福祉協議会が中心的な役割を果たすことが期待されてい

ます。今後、区としても同協議会と連携しながら、地域福祉の一層の充実に向けて

地域公益事業の推進に取り組んでいくことになります。 
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（３）第２期地域福祉計画（平成 23～26年度）および 

福祉のまちづくり総合計画（平成 23～27年度）の進捗状況 

①第２期地域福祉計画（平成 23～26年度） 

 

第２期地域福祉計画で䛿、96 䛾取組が計画化されています。こ䛾うち、本計画䛾取組に関

連が深い主要な事業䛾実施状況䛿、以下䛾とおりです。 

 
事業 

番号 
事業名 事業概要 

平成 26 年度 

（計画上の目標値） 
平成 26 年度末 

1 

ＮＰＯ活動支援

センター䛾支援

事業䛾充実 

区内で活動しているＮＰＯ、ボランティア、地

域活動団体を対象に活動や運営䛾支援を行

っている「練馬区ＮＰＯ活動支援センター」䛾

中間支援機能䛾充実を図ります。 

実施 

区民と区と䛾協働事

業䛾中間支援件数 

         10件 

関連講座開催 ２回 

区民と区と䛾協働事業䛾

中間支援件数 ２件 

2 

非営利地域福

祉活動支援事

業䛾実施 

地域で非営利䛾福祉活動を行っている民間

団体に対して経費䛾一部を補助し、活動を支

援します。 

継続 

補助金交付団体 21団

体 

（平成 26年度実績） 

3 
町会・自治会支

援事業䛾充実 

区内䛾町会・自治会約 250団体に対し、町

会・自治会活動䛾周知と加入促進策を強化

し、町会・自治会へ䛾加入率䛾向上に努めま

す。 

 また、練馬区町会連合会をとおして、町会・

自治会活動䛾活性化を促進します。 

町会・自治会加入世

帯数 

  約 142,000世帯 

町会・自治会加入世帯数 

 

約 140,000世帯 

4 

福祉䛾まちづく

りパートナーシ

ップ区民活動支

援事業䛾充実 

『福祉䛾まちづくり総合計画』䛾基本方針を

実現するため、区民が自ら主体となって発意し

行政をパートナーとして実施する活動企画を

募集し、活動費䛾一部助成やアドバイザー䛾

派遣などを行います。 

充実 

福祉䛾まちづくりパートナ

ーシップ区民活動支援事

業助成団体 

延べ 158団体 

5 

地域コミュニティ

活性化䛾支援

体制䛾整備 

区民䛾暮らし䛾基盤となる地域コミュニティを

活性化するため、区民参加により、そ䛾方策に

ついて検討を行います。そ䛾結果を踏まえ、

「（仮称）地域コミュニティ活性化プログラム」を

策定し、そ䛾後、必要となる体制䛾整備を進め

ます。 

実施 

プログラム䛾策定 

モデル地域などで䛾

実施 

「地域コミュニティ活性化

プログラム」（平成 24年９

月策定） 

 

モデル地域で䛾事業実

施 

6 
相談情報ひろ

䜀事業䛾充実 

計画的に「週一日型」䛾相談情報ひろ䜀を

「常設型」へ移行させながら、相談情報ひろ䜀

䛾協働を進めるため䛾拠点、地域における相

談・情報発信䛾場として䛾機能をより一層強化

します。 

充実 

常設型６か所 

常設型 ７か所 

週一日型 ３か所 

（年度末䛾開設数） 

7 

（仮称）区民協

働交流センター

䛾整備 

区民や地域活動団体が、交流や情報䛾受

発信を行うことをとおして、協働䛾推進を図ると

ともに、地域活動に関する相談䛾できる機能な

どを設け、地域活動団体を支援します。 

開設 
区民協働交流センター 

（平成 26年４月開設） 

8 

「地域福祉パワ

ーアップカレッ

ジ䛽りま」䛾充

実 

地域福祉を担う人材䛾育成と、育成した人

材を活かす仕組みづくりを目指し、インターン

シップ制䛾充実や地域福祉活動団体と䛾交流

機会䛾充実を図ります。 

充実 

６期生 卒業 

（卒業生延べ 159人） 

在校生 

 ７期生（39人） 

 ８期生（39人） 
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事業 

番号 
事業名 事業概要 

平成 26 年度 

（計画上の目標値） 
平成 26 年度末 

9 

地域福祉活動

団体交流会の

実施 

さまざまな活動を行っている地域福祉活動

団体のネットワークの強化を図り、また、情報交

換などを行う機会を提供するため、交流会を開

催します。 

充実 

年１回 

地域福祉活動団体交流

会 

10 
小地域福祉活

動の推進 

身近な地域で、だれもが安心して、生きがい

を持って生活を送ることができる地域づくりを目

指して、そこに生活する住民自らが力を合わせ

て進める住民主体の福祉活動をさらに推進し

ます。 

実施 

豊玉地区と光が丘地区を

モデル地区に選定し、地

域福祉コーディネーター

を配置しました。 

地域福祉コーディネータ

ーは、継続的に地区の会

合やイベントに参加し地

域課題の把握と共有に努

めました。懇談会や連絡

会等、地域の関係者が集

まる場をつくり、地域で課

題を共有し、住民とともに

課題解決に向けた取組を

行いました。 

11 

地域福祉コー

ディネーターモ

デル事業の実

施 

住民主体の地域福祉活動がうまく進むよう、

住民間や住民とさまざまな関係者とのネットワ

ークづくりを進め、総合的・包括的に地域福祉

を推進する役割を担う地域福祉コーディネータ

ーをモデル地区に配置します。 

充実 

12 
地域福祉入門

セミナーの実施 

地域福祉に関心のある人を対象に、活動に

参加するきっかけづくりの場として、地域福祉

入門セミナーを実施します。 

 地域の活動団体の紹介や活動体験などをと

おして、地域活動団体の担い手を増やし、地

域福祉従事者のすそ野を広げます。 

継続 年 2回実施 

13 
民生・児童委員

制度の周知 

支援を必要としている区民の相談の糸口と

なるように、地域の身近な相談役として区民と

行政とのパイプ役を果たしている民生・児童委

員制度について周知を図ります。 

継続 

ねりま区報、地域情報紙

ねりま、「おたっしゃだよ

り」などに紹介記事を掲載

し、制度の周知に努めま

した。 

14 

災害時要援護

者名簿の普及

啓発 

高齢者、障害者など災害時に自ら避難する

ことが困難な人に対して、「災害時要援護者名

簿」制度の普及啓発を行い、登録を働きかけま

す。 

充実 

登録者数 26,061人 

 

（平成 27年３月 31日現

在） 

15 

ひとりぐらし高齢

者等実態調査

の活用 

地域における見守りと福祉サービスの案内

に活用するため、民生児童委員の協力を得

て、ひとりぐらし高齢者および高齢者のみ世帯

の実態を家庭訪問による調査により、把握しま

す。 

継続 

平成 26年４月１日現在に

おいて所定の要件を満た

す高齢者を対象に、全件

調査を行いました。 

訪問調査 31,581人 

       （26,311世帯） 

回答者数 28,875人 

16 

災害時の日常

生活用具備蓄

の検討 

災害時要援護者が災害時に安心して避難

できるよう、避難所などで生活するうえで必要と

する福祉機器などの備蓄について検討しま

す。 

検討・継続 

福祉避難所では、水、食

料、発電機、ポータブルト

イレや紙おむつ等の備蓄

を行っています。 
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事業 

番号 
事業名 事業概要 

平成 26 年度 

（計画上の目標値） 
平成 26 年度末 

17 

災害ボランティ

アセンターの運

営 

災害時における被災者のニーズを把握し、

ボランティアの受け入れ配置を迅速に行うた

め、社会福祉協議会において災害ボランティ

アセンターの運営を行います。 

 また、災害時に備え、日頃から地域団体との

ネットワークを充実するとともに、災害訓練など

を通じて関係機関・団体相互の連携を図りま

す。 

継続 

災害ボランティアセンター

の立ち上げ・運営訓練を

実施しました。 

18 
福祉避難所の

拡充 

地域防災計画に基づき、災害時に区立小中

学校などの避難拠点で避難生活を送ることが

困難な要援護者を受け入れる福祉避難所の

整備を行います。 

整備・継続 

平成 27年３月 31日現

在、37の福祉避難所が指

定されています。 

①中村橋ケアセンター 

②区立福祉園（７か所） 

③練馬福祉園 

④都立特別支援学校 

（２か所） 

⑤区立デイサービスセン

ター（８か所） 

⑥法人立デイサービスセ

ンター（18か所） 

19 

成年後見制度

相談事業の実

施・支援 

認知症高齢者や知的障害者、精神障害者

など成年後見制度を必要とする人が、利用す

るための相談を充実するとともに、家族会など

の地域福祉活動団体が実施する相談会を支

援します。 

継続 

一般相談    1,395件 

専門相談会  11回開催 

権利擁護法律相談会 

 ４回開催 

出張相談会   ５回開催 

（平成 26年度実績） 

20 

社会貢献型後

見人養成・支援

事業の実施 

成年後見制度の利用を必要とするだれも

が、安心して制度を利用できるように、後見業

務を受任できる人材を増やす取組のひとつとし

て、社会貢献型後見人の養成を行います。 

 また、関係機関と調整・協働し、社会貢献型

後見人養成事業登録者を後見人候補者として

紹介する仕組みを整備し、社会貢献型後見人

の受任を推進する取組を行います。 

さらに、後見監督業務の実施により、社会貢

献型後見人が信頼性の高い後見業務を行え

るようバックアップ体制を強化します。 

継続 

登録人数   19人 

研修（福祉施策、対象者

理解など）    18回 

実習・見学   ６回 

実務研修   ２回 

フォローアップ研修 ３回 

受任者懇談会 ２回 

 

後見受任・後見監督受任 

 各 延べ８件 

 

（平成 26年度実績） 

21 

地域福祉権利

擁護事業（日常

生活自立支援

事業）の実施 

認知症状や物忘れのある高齢者、知的障害

者、精神障害者が、地域で安心して生活を送

れるよう、関係機関との連携を図りながら、福祉

サービスを利用するための支援調整や日常的

な金銭管理などの支援を行います。 

継続 

年間利用者 135人 

 

（平成 26年度実績） 

22 

保健福祉サー

ビス苦情調整委

員制度の周知 

高齢者、障害者、児童などの保健福祉サー

ビスの利用に関して、当事者からの苦情の申

立について適切かつ迅速に処理するため、区

長の附属機関として設置している練馬区保健

福祉サービス苦情調整委員制度の周知を図り

ます。 

継続 

ねりま区報での周知 

民生児童委員協議会で

の周知 

活動報告書の発行 
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②福祉のまちづくり総合計画（平成 23年度～27年度） 

 

福祉䛾まちづくり総合計画（平成 23年度～27年度）で䛿、100䛾取組が計画化されています。

こ䛾うち、24䛾重点事業䛾実施状況䛿、以下䛾とおりです。 

 
事業 

番号 
事業名 事業概要 

平成 27 年度 

（計画上の目標値） 
平成 26 年度末 

1 

福祉䛾まちづく

りサポーター育

成事業 

さまざまな立場䛾人々や福祉䛾まちづくりに

関心䛾ある区民、専門家等を福祉䛾まちづくり

サポーターとして登録し、練馬区䛾福祉䛾まち

づくりに係るネットワークを広げる。 

福祉まちづくりサポー

ター 

500人 

576人 

2 

福祉䛾まちづく

りを推進する区

民協議会 

区民、有識者等により組織し、区内䛾福祉

䛾まちづくり䛾取組䛾進捗状況を確認し、区民

䛾取組䛾表彰や、課題となるテーマに係る協

議、提言により、福祉䛾まちづくり䛾普及・啓発

を図る。 

第３期、第４期䛾実施 

(年間３回程度) 

第４期区民協議会 ２回 

（全体会 ２回） 

4 

福祉䛾まちづく

りパートナーシ

ップ区民活動支

援事業 

福祉䛾まちづくり総合計画䛾基本方針等䛾

実現䛾ため、区民自ら主体となって発意し、行

政をパートナーとして実施する活動企画を募

集し、支援する。 

福祉䛾まちづくりパー

トナーシップ区民活動

支援事業助成対象団

体数  

延べ 152団体 

福祉䛾まちづくりパートナ

ーシップ区民活動支援

事業助成団体 

延べ 158団体 

5 

ユニバーサルデ

ザイン推進ひろ

䜀䛾運営 

区民とともに福祉䛾まちづくりを推進するた

め、区民等が気軽に立ち寄り、ユニバーサル

デザインについて学び、相談し、支援を受けら

れるようにする。 

本格実施 

（１）福祉䛾まちづくりに関

する総合相談 

（２）普及啓発事業 

（３）人材育成事業 

（４）地域活動支援事業 

（５）情報収集・調査研究 

6 

地域福祉パワ

ーアップカレッ

ジ䛽りま事業 

地域福祉を担う人材䛾育成などを目指し、

常設䛾学び䛾場を開設、運営する。 

１～９期 入学 

１～７期 卒業 

卒業生、在学生䛾地

域活動(７割程度) 

６期生 卒業 

（卒業生延べ 159人） 

在校生 

 ７期生（39人） 

 ８期生（39人） 

9 
福祉䛾まちづく

り総合計画事務 

福祉䛾まちづくり総合計画䛾策定(見直し)と

計画䛾実施状況䛾評価など、福祉䛾まちづくり

䛾総合調整を行う。また、福祉䛾まちづくり䛾

考え方を広めるため䛾普及啓発事業を実施す

る。 

評価 

計画䛾見直し(平成27

年) 

平成 26年度䛾事業実施

状況䛾確認 

14 

身近なまち䛾つ

どい䛾場推進事

業 

身近なまち䛾つどい䛾場䛾開設や運営に関

するガイドを作成し、立ち上げ支援、運営等䛾

相談、研修等による支援を行うことにより、身近

な地域に気軽に外出し、立ち寄れる場所づくり

䛾推進、増加を目指す。 

ガイド䛾作成、発行、

普及 

ガイド作成䛾ため䛾会議

およびワークショップ５回 

ガイドブック発行（1,500

部） 

15 
相談情報ひろ

䜀事業䛾実施 

地域䛾高齢者･障害者･子育て家庭など䛾

相談に応じ、必要な情報を提供しながら地域

交流を深める。 

充実 

(平成 26年度末常設 

６か所) 

常設型 ７か所 

週一日型 ３か所 

（年度末䛾開設数） 
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事業 

番号 
事業名 事業概要 

平成 27 年度 

（計画上の目標値） 
平成 26 年度末 

19 

練馬区福祉のま

ちづくりの担い

手育成・研修事

業 

多様な区民（障害者、高齢者、子育て中の

方など）との交流や体験学習などを通じ、練馬

区の福祉のまちづくりを担う職員を育成する。 

研修実施 

区職員(福祉のまちづ

くりサポーター)150人 

平成 23年度：28名 

平成 24年度：34名 

平成 25年度：34名 

平成 26年度：12名 

 

計 108名 

21 

福祉のまちづく

り施設運営・管

理研修の実施 

これまでに作成した建物トータルマネジメン

トマニュアルを活用し、公共施設の施設運営・

管理に携わる職員、委託事業者を対象に、施

設の運営・管理研修を実施し、だれもが使いや

すい施設整備、情報およびサービス提供を目

指す。 

充実 

整備等担当職員対象研

修等  

23～26年度 毎年実施 

29 
自転車運転免

許制度の推進 

小学校 3 年生以上の児童の自転車運転免

許取得（自転車利用講習）を目指し、学校カリ

キュラムに積極的に取り入れ、安全な自転車

利用を普及する。 

全校講習実施 
全校実施（65校） 

5,489人取得 

36 
建物利用ガイド

の作成事務 

建物を利用する際、わかりやすい情報を提

供するために、建物利用ガイドづくりマニュア

ルなどを活用し、建物利用ガイドを作成し、利

便性の向上を図る。 

建物利用ガイドづくり

マニュアルの活用 

建物利用ガイド作成

(５施設) 

平成 24年度：厚生文化

会館 

平成 25年度：谷原あお

ぞら学童クラブ（谷原フレ

ンド） 

平成 26年度：石神井図

書館 

44 

情報提供のユ

ニバーサルデ

ザインガイドライ

ン作成・普及事

業 

区や関係施設からの広報紙、チラシ、HP等

による情報提供をだれもがわかりやすく、受け

取りやすくするため、情報提供の手段、表現・

表示方法、色彩などに関わるガイドラインを作

成する。 

ガイドラインの作成 

全庁的に統一した基準と

なる「印刷物のユニバー

サルデザインガイドライ

ン」の配布に向け、原稿

を作成した。 

53 

気軽に利用でき

るトイレ情報の

集約・発信事務 

 公共施設および民間施設（公的施設や店舗

など）のトイレに係る情報を集約し、だれでも安

心して出かけられるまちを目指す。 

トイレ情報の発信(ホ

ームページ。地域福

祉情報誌等) 

トイレ情報の発信（地域

福祉情報誌ねりま、WEB

ページ「チェック・ア・トイ

レ」の活用） 

54 

気軽に利用でき

るトイレの表示

普及事業 

 公共施設および民間施設（公的施設や店舗

など）のトイレの利用提供の表示を働きかけ、

だれでもが気軽に利用できるトイレを増やす。 

充実(70件) 110件 

59 

商店街における

自転車駐車場

の整備推進事

業 

 通勤・通学等の長時間利用者に加えて、買

物客等の短時間利用者も利用しやすい自転

車駐車場を整備することにより放置自転車の

減少を目指す。 

充実 

平成 26年度 

石神井公園駅、大泉学

園駅、上石神井駅、光が

丘駅に短時間無料自転

車駐車場整備 
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事業 

番号 
事業名 事業概要 

平成 27 年度 

（計画上の目標値） 
平成 26 年度末 

65 

災害時要援護

者の避難支援

の検討、避難訓

練の実施 

 災害時要援護者名簿登録者を対象に、民生

委員と地域との連携関係を強化し、自立した取

組を推進するため、具体的な避難支援体制の

構築や避難訓練の実施を支援する。 

充実 

全避難拠点に災害時要

援護者名簿および安否

確認に必要な物品を配

備。各避難拠点で安否

確認方法を検討し、いく

つかの避難拠点で安否

確認訓練を実施した。 

78 

福祉のまちづく

り推進特定経路

の検討と推進事

業 

新設あるいは拡幅整備、改修が予定されて

いる都市計画道路や生活幹線道路、公園等に

ついて、周辺の公的施設の出入口とあわせた

整備を図り、各施設の連続性を確保した整備

を推進する。 

対象路線の抽出・整

備 

対象路線について検討

中であり、整備は行って

いない。 

79 
安心して歩ける

道づくり事業 

あらゆる利用者にとって歩きやすい道を確

保する。 
整備 

平成 16年度に策定した

「練馬区中村橋駅周辺交

通バリアフリー法基本構

想」において特定経路に

指定した路線について、

歩道設置,歩道改良,無

電柱化,視覚障害者用誘

導ブロックの設置等を行

った。 

83 公園改修事業 

地域におけるみどりやレクリエーションの拠

点としての機能を向上させ、安全、安心に利用

できる公園を増やす。 

継続 
１件 

千川上水緑道 測量委託 

85 

福祉のまちづく

り推進地区の検

討と推進事業 

地域単位でユニバーサルデザインの取組を

推進し、各施設の連続性を確保し面的な整備

を推進する。 

１地区検討 １地区検討 

１地区完了 

86 

スムーズな乗り

換えの実現事

業 

乗り換えをわかりやすくすることにより、駅を

中心に安全で快適な移動を実現する。 
経路の充実の検討 

鉄道駅のさらなるバリアフ

リー化に向けて調査を実

施 

90 
「だれでもトイ

レ」の整備事業 

既存の公共施設および民間施設（公的施設

や店舗など）の改修に伴い、「だれでもトイレ」

の整備促進を図る。 

充実 

車いす対応トイレ（だれで

もトイレ含む） 

設置校数： 

小学校 47校 

中学校 27校 

91 

既存の公共施

設の改修時に

おけるユニバー

サルデザインの

推進 

既存の公共施設の改修時に練馬区福祉の

まちづくり推進条例に沿って、設計段階で利用

者等の意見を聞き、反映させることにより、建物

のユニバーサルデザインの一層の推進を図

る。 

５件 ４件 
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（４）計画の策定経過 

①「地域福祉・福祉のまちづくり総合計画区民懇談会」の検討経緯および成果 

１）検討経緯 

 全７回の検討を行い、「区民懇談会意見まとめ」として整理しました。 

日時 会合名 検討テーマ 

平成 26年 

９月 30日 

第１回 

区民懇談会 

懇談会の目的や現行計画の確認 

〇委員の紹介 

〇懇談会の目的や今後の進め方の確認 

〇『地域福祉・福祉のまちづくり総合計画』の策定

について 

〇現行計画のあらましの紹介 

平成 26年 

10月 22日 

第２回 

区民懇談会 

地域福祉の課題検討 

①地域のきずな、地域住民の交流や住民同士の助け

合い 

②地域福祉活動の活性化 

③地域福祉に従事する人材や後継者の育成 

④関係団体相互の連携の仕組みづくり（ネットワー

ク化） 

平成 26年 

11月 25日 

第３回 

区民懇談会 

地域福祉の課題検討 

〇災害時要援護者の支援について 

平成 26年 

12月 17日 

第４回 

区民懇談会 

福祉のまちづくりの課題検討 

「ともに暮らせるやさしい空間をつくる」 

①駅（交通） 

②道路・自転車 

③建物・公園 

④まちづくり（面的・連続的整備） 

平成 27年 

１月 28日 

第５回 

区民懇談会 

福祉のまちづくりの課題検討 

①当事者参加の仕組みについて 

②福祉教育を推進するためにできることは何か 

③情報を正しく伝えるために、どうすれば良いか 

平成 27年 

２月 27日 

第６回 

区民懇談会 

区民懇談会意見まとめ（構成タタキ台） 

に関する意見交換 

平成 27年 

３月 25日 

第７回 

区民懇談会 
区民懇談会意見まとめ（最終案）とりまとめ 
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２）検討成果～「区民懇談会意見まとめ」の概要～ 
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３）地域福祉・福祉のまちづくり総合計画区民懇談会 名簿 

 

【任期】平成 26 年 9月 30 日～平成 27 年 3月 31日             ※五十音順 

氏名 役職 所属団体名等 

石原 秀男  公募委員 

小原 あき子  公募委員 

角地 德久  石神井地域福祉を考える会 

加藤 眞一  練馬地域福祉ハートフルアクターズ 

門田 光子  特定非営利活動法人 食遊石神井 

鴨治 慎吾  公募委員 

川井 淳子 〇 長月町会会長 

川村 美紀子  公募委員 

木原 勇  東大泉仲町町会 

木村 雅  練馬区聴覚障害者協会 

坂口 節子  
大泉学園まちづくりネット 

特定非営利活動法人 まちの駅大泉学園 

佐藤 勝彦  練馬区民環境行動連絡会 

佐藤 美希代  練馬手をつなぐ親の会 

髙野 文男  練馬区老人クラブ連合会 

内藤 明美  

放課後等デイサービス「かめの子教室」 

光が丘地区民生児童委員 

練馬区社会福祉協議会ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾅｰ・ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ 

長井 詳典  
特定非営利活動法人 NPOテクノサポート 

練馬区観光協会「ねり歩きガイドの会」 

仲倉 重郎  練馬区身体障害者福祉協会 

中島 加代子  
認知症の人を支える家族の会「木瓜の花」 

お茶の間ネット 

中村 弘  公募委員 

並木 京子  特定非営利活動法人 まちの駅大泉学園 

西 和彦  公募委員 

馬場 伸一  練馬区肢体不自由児者父母の会 

浜屋 光正  
認知症予防出前講座「有楽ねりま」・「大泉つなぐ会」 

ガン患者遺族の会「青空の会」・「朗読を楽しむ会」 

平田 稔  公募委員 

福井 倫子  
練馬ゆめの木 

NPO法人おちゃ福 

干場 功  練馬認知症支援ネットワークの会 

松澤 勝  練馬家族会 

松本 喜代子  地域福祉おたすけ隊 

的野 碩郎 〇 練馬区視覚障害者福祉協会 

美齊津 百合子  ねりま子育てネットワーク 

水谷 正行  西・南大泉いきいきコミュニティ 

三宅 陽子  くらしのお手伝い こぶしの会 

河島 京美  練馬区社会福祉協議会 地域福祉課長 

古橋 千重子 ◎ 福祉部 経営課長 

◎座長 〇副座長 
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②「地域福祉・福祉のまちづくり総合計画推進委員会」の検討経緯および成果 

1）検討経緯 

 全５回の検討を行い、「計画推進委員会意見まとめ」として整理しました。 

日時 会合名 検討テーマ 

平成 27年 

４月 27日 

第１回 

計画推進 

委員会 

○従来の経過説明 

○みどりの風吹くまちビジョンについて 

○区民懇談会意見のまとめ（報告） 

○新計画策定に向けた課題 

平成 27年 

５月 28日 

第２回 

計画推進 

委員会 

〇新計画の体系（タタキ台）について 

〇施策１～３について 

平成 27年 

６月 22日 

第３回 

計画推進 

委員会 

〇新計画の体系（骨子案）について 

〇施策４～６について 

平成 27年 

７月 13日 

第４回 

計画推進 

委員会 

〇意見のとりまとめ(案)の確認 

平成 27年 

８月４日 

第５回 

計画推進 

委員会 

○意見のとりまとめ(最終案)のまとめ 

・新計画の体系 

・施策のあり方 

○今後のスケジュール 
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２）検討成果～「推進委員会意見まとめ」の概要～ 
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３）地域福祉・福祉のまちづくり総合計画推進委員会 名簿 

 

【任期】平成 27年 4月 27日～平成 29年 3月 31日             ※五十音順 

氏名 役職 所属団体名等 

飯村 史恵 〇 立教大学コミュニティ福祉学部准教授 

植田 瑞昌 
 

公募委員 

大江 義宏 
 

練馬区民生児童委員協議会代表会長 

岡﨑 章臣 
 

東京建築士会練馬支部 

岡村 宏平 
 

練馬区町会連合会 

鴨治 慎吾 
 

公募委員 

川井 淳子 
 

長月町会会長 

区民懇談会副座長 

河島 京美 
 

練馬区社会福祉協議会地域福祉課長 

城戸 秀福 
 

練馬区聴覚障害者協会 

坂口 節子 
 

大泉学園まちづくりネット 

特定非営利活動法人 まちの駅大泉学園  （平成 27年 10月 16日退任） 

志田 美乃 
 

公募委員 

鈴木 美穂 
 

練馬手をつなぐ親の会 

髙橋 儀平 ◎ 東洋大学ライフデザイン学部教授 

仲倉 重郎 
 

練馬区身体障害者福祉協会 

中村 弘 
 

公募委員 

西 和彦 
 

公募委員 

浜 一利 
 

老人クラブ連合会 

平野 克義 
 

練馬区商店街連合会 

干場 功 
 

特定非営利活動法人 

認知症サポートセンター・ねりま 

松澤 勝 
 

練馬家族会 

的野 碩郎 
 

練馬区視覚障害者福祉協会 

区民懇談会副座長 

丸山 三代子 
 

ねりま子育てネットワーク 

三宅 陽子 
 

練馬区有償在宅福祉サービス団体連絡会 

吉田 美穂子 
 

公募委員 

◎委員長 〇副委員長 
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（５）アンケート調査結果 

①目的 

 地域福祉・福祉のまちづくり総合計画の策定に向けて、地域で地域福祉、福祉の

まちづくり活動に取り組む方々を対象として、地域福祉や福祉のまちづくりに関す

る認識や評価、今後の取組についての意向を確認するために実施しました。 

 

②概要 

【対  象】地域福祉や福祉のまちづくりの取組に関連する個人、団体（障害者団体、

老人クラブ、子育て団体、建築関係団体、福祉のまちづくりパートナーシ

ップ区民活動支援事業助成団体） 

【回収方法】郵送配布、郵送回収 

【実施期間】平成 26年 11月５日～平成 27年１月５日 

【回 収 率】63.58％（回収 686通／配布 1,079通） 

 

③調査結果の要旨  

（１）地域福祉の今後の取組について 

  

■調査結果から見る課題 

 地域福祉活動への区民参加を促進するため、参加の効果的な仕組みづくり、福祉

教育による人材育成、拠点づくりを充実させることが今後の課題と考えられます。 

 また、震災等に備え、日頃から地域住民同士がゆるやかに見守りあえる地域づく

りを目指すとともに、災害時には、手助けが必要な方に的確な支援ができるような

具体的な体制を早急に確立させることも課題です。 

 

■主な設問の結果概要 

１）重点を置くべき地域福祉施策の分野 

 「高齢者施策」が約 65％と最も高く、次いで「子育て支援施策」が約 60％、「障

害者施策」「健康維持・増進施策」が約 40％という結果となっています。 

 

２）今後重要な取組の内容 

 「区民意見反映の仕組みづくり」が約 55％と最も高く、次いで「地域福祉活動人

材の育成」「地域人材を活かす仕組みづくり」が約 50％という結果となりました。 

 また、「見守り活動支援」「災害時の安否確認・支援の仕組みづくり」も約 45％と

高くなっています。 

 

３）取組を進めるために必要なこと 

 「地域の人が気軽に集まれる場所や活動の拠点となる場所をつくる」が約 60％と

最も高く、次いで「災害時に要援護者への支援を的確に行えるよう、支援体制を整

備する」が約 50％という結果となっています。 
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（２）福祉のまちづくりの今後の取組について 

 

■調査結果から見る課題 

 ハード面については、連続して移動できる経路や移動中に休憩できる場所の確保

など、だれもが安全で快適で、移動しやすい環境づくりをさまざまな区民の意見を

取り入れながら、さらに推進することが今後の課題と考えらます。 

 ソフト面については、学校において相互に思いやる心を育てる教育の充実を図る

とともに、子どもだけではなく、区民全体で相互理解や「気づき」を促進する研修

や交流の機会を充実させていくことが今後の課題と考えられます。 

 

■主な設問の結果概要 

１）外出のしやすさに関する５年前との比較 

 「外出しやすくなった」「やや外出しやすくなった」の割合が、障害者で 40.2％、

高齢者で 47.1％、子育て世帯で 37.5％、外国人で 19.9％となりました。 

 

２）外出時に不便と感じること 

 「歩道と車道の間等の道路内に段差がある」が約 50％と最も高く、次いで「街中

に座って休めるところがない」が約 40％という結果となっています。 

 

３）ハード面の福祉のまちづくりの推進に必要な取組 

 「歩道等のバリアフリー化」が約 45％と最も高く、次いで「駅から主要公共施設

までの連続して歩きやすい経路の整備」「まち中のベンチや休憩施設の整備」が約

40％という結果となりました。 

また、「障害者や子育て層などの多様な区民の意見を整備に取り入れる仕組み」も

約 30％と高くなっています。 

 

４）ソフト面の福祉のまちづくりの推進に必要な取組 

 「学校における相互理解・思いやる心の醸成教育」が約 60％と最も高く、次いで、

「職場・地域における相互理解・個性尊重意識醸成の研修等」「当事者の社会参加・

発言機会の増加」「だれもが集える場の設置による多様な区民の交流促進」が約 30％

という結果となっています。 
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（６）パブリックコメントおよび区民説明会の実施結果 

１）意見の募集等 

①区民意見反映制度（パブリックコメント制度） 

■周 知 方 法：平成 27年 12月 11日（金）ねりま区報、区ホームページへ掲載 

■意見募集期間：平成 27年 12月 11日（金）から平成 28年１月 12日（火）まで 

■意見提出者数：17名 

 

②区民説明会 

■参加者総数：71名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）区民からの意見  

①意見総数 76件 

②意見の内訳 

 

意見の区分 件数 

計画素案全般に関して 19件 

施策１「ともに支え合う地域社会を築く」に関して 23件 

施策２「ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりを進める」に関して 10件 

施策３「多様な人の社会参加に対する理解を促進する」に関して 15件 

施策４「福祉サービスを利用しやすい環境をつくる」に関して ９件 
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（７）練馬区福祉のまちづくり推進条例 

 

 

 

   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、練馬区（以下「区」という。）における福祉のまちづくりの推進について、基本理念を

定め、区、事業者および区民等の責務を明らかにするとともに、福祉のまちづくりの推進に関する計画、

公共的建築物および公共施設等の整備に関する基準等必要な事項を定めることにより、すべての人が等し

く社会参加する機会を確保し、もって安心して快適に暮らし続けることができる地域社会の実現に寄与す

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、つぎの各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 福祉のまちづくり 公共的建築物および公共施設等について、すべての人が安全かつ円滑に利用でき

るよう必要な措置を講じる取組をいう。 

⑵ 公共的建築物 病院、図書館、飲食店、ホテル、劇場、物品販売業を営む店舗、共同住宅その他の多

数の者が利用する練馬区規則（以下「規則」という。）で定める建築物またはその部分をいい、これら

に付属する施設で規則で定めるものを含むものとする。 

⑶ 公共施設等 道路、公園、駐車場その他の規則で定める施設をいう。 

⑷ 事業者 区の区域内（以下「区内」という。）で事業を営む者をいう。 

⑸ 区民等 区民および区内に存する公共的建築物または公共施設等を利用する者をいう。 

⑹ 建築等 つぎに掲げる行為をいう。 

ア 建築物の新築、増築または改築（以下「建築」という。）をすること。 

イ 建築物の全部または一部の用途を変更して公共的建築物にすること。 

ウ 建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第14号に規定する大規模の修繕をすること。 

エ 建築基準法第２条第15号に規定する大規模の模様替をすること。 

（基本理念） 

第３条 区、事業者および区民等は、共通の認識に立って、つぎに掲げる基本理念に基づき、福祉のまちづ

くりを総合的に推進するものとする。 

⑴ 福祉のまちづくりは、人々の多様な状況を共感をもって理解し、その意見を反映させるよう取り組ま

れなければならない。 

⑵ 福祉のまちづくりは、区、事業者および区民等が、主体的に取り組み、相互に尊重し、協力すること

により推進されなければならない。 

⑶ 福祉のまちづくりは、これを着実に実施することにより継続的に発展させなければならない。 

（区の責務） 

第４条 区は、福祉のまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に実施するとともに、事業者および区民

等による福祉のまちづくりの推進に対する支援を行うものとする。 

２ 区は、自ら所有し、または管理する施設について、すべての人が安全かつ円滑に利用するための必要な

措置を講じるものとする。 

練馬区福祉のまちづくり推進条例             （平成 22 年 3 月 15 日公布 条例第 16 号） 
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（事業者の責務） 

第５条 事業者は、福祉のまちづくりについて理解を深め、自ら主体的かつ積極的に福祉のまちづくりを推

進するよう努めなければならない。 

２ 事業者は、区の実施する福祉のまちづくりに関する施策に協力するよう努めなければならない。 

３ 事業者は、自ら所有し、または管理する施設について、すべての人が安全かつ円滑に利用するための必

要な措置を講じるよう努めなければならない。 

（区民等の責務） 

第６条 区民等は、福祉のまちづくりについて理解を深め、自ら主体的かつ積極的に福祉のまちづくりを推

進するよう努めなければならない。 

２ 区民等は、区の実施する福祉のまちづくりに関する施策に協力するよう努めなければならない。 

３ 区民等は、整備された施設の円滑な利用を妨げないよう努めなければならない。 

 

   第２章 推進計画および基本的施策 

（福祉のまちづくりの推進に関する計画） 

第７条 区長は、第３条に規定する基本理念に即して福祉のまちづくりの推進に関する計画（以下「推進計

画」という。）を策定するものとする。 

２ 推進計画には、つぎに掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 福祉のまちづくりに関する目標 

⑵ 区、事業者および区民等が連携し、および協力して福祉のまちづくりを推進するための具体的方針 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、福祉のまちづくりに関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための

重要事項 

３ 区長は、推進計画の策定に当たり、区民の意見を聴取するための必要な措置を講じ、その意見を反映す

るよう努めるものとする。 

４ 区長は、推進計画を策定したときは、これを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、推進計画を変更する場合について準用する。 

（啓発等） 

第８条 区長は、事業者および区民等が福祉のまちづくりに関して理解を深め、自発的な活動を促進できる

よう、啓発および学習の支援に努めるものとする。 

（情報の提供等） 

第９条 区長は、福祉のまちづくりに関する情報を適切に提供するものとする。 

２ 区長は、事業者および区民等と福祉のまちづくりに関する情報を共有するための必要な施策を推進する

ものとする。 

３ 区、事業者および区民等は、福祉のまちづくりに関する情報を提供する場合には、すべての人が容易に

入手し、理解できるよう配慮しなければならない。 

（技術的支援） 

第10条 区長は、事業者および区民等が他の事業者および区民等と連携を図って実施する福祉のまちづくり

に関する活動に対し、必要な技術的支援を行うものとする。 

（調査および検討） 

第11条 区長は、福祉のまちづくりに関する施策を継続的に発展させるため、必要な調査を実施し、検討を

加え、その結果に基づいて必要な措置を講じるよう努めるものとする。 
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   第３章 公共的建築物および公共施設等の整備に関する手続 

    第１節 整備基準等 

（整備基準等への適合努力義務） 

第12条 公共的建築物または公共施設等を所有し、または管理する者（以下「施設所有者等」という。）は、

当該公共的建築物または公共施設等を規則で定める基準（公共的建築物および公共施設等に関し、すべて

の人が安全かつ円滑に利用できるものとするために必要な構造および設備に関する基準をいう。以下「整

備基準」という。）に適合させるための措置を講じるよう努めなければならない。 

２ 区長は、整備基準のほか、すべての人が公共的建築物または公共施設等をより安全かつ円滑に利用でき

るようにするための配慮についての指針（以下「配慮指針」という。）を定め、これを公表するものとす

る。 

３ 施設所有者等は、配慮指針に基づき、公共的建築物または公共施設等を整備し、または管理するよう努

めなければならない。 

（整備水準証） 

第13条 区長は、施設所有者等に対し、公共的建築物について整備基準の適合状況に応じて、それを証する

証票（以下「整備水準証」という。）を交付するものとする。 

２ 整備水準証の交付を受けた者は、当該整備水準証を公共的建築物の適切な場所に表示するよう努めるも

のとする。 

    第２節 公共的建築物の整備に関する手続 

（協議申請） 

第14条 公共的建築物で規則で定める用途および規模のもの（以下「協議対象公共的建築物」という。）の建

築等を行おうとする者（以下「特定整備者」という。）は、あらかじめ、規則で定めるところにより区長に

申請し、当該建築等について協議しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による協議の申請があったときは、特定整備者に対して、整備基準および配慮指針

に照らし、必要な助言または指導を行うことができる。 

（協議終了通知） 

第15条 区長は、前条第１項の規定による協議が終了したときは、規則で定めるところにより、当該協議が

終了した旨を記載した書面（以下「協議終了通知書」という。）を作成し、特定整備者に通知しなければ

ならない。 

２ 特定整備者は、建築基準法その他の法令に基づく申請、届出等を行う前に協議終了通知書の交付を受け

なければならない。 

（変更の協議申請） 

第16条 特定整備者は、第14条第１項の規定による協議が終了してから当該協議に係る内容の工事が完了す

るまでの間に、当該協議に係る内容の変更（規則で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、

あらかじめ、規則で定めるところにより区長に申請し、当該内容の変更について協議しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による変更に係る協議が終了したときは、規則で定めるところにより、当該協議が

終了した旨を記載した書面（以下「変更協議終了通知書」という。）を作成し、特定整備者に通知しなけ

ればならない。 

（完了検査） 

第17条 第14条第１項の規定による協議を行った特定整備者は、当該協議に係る内容の工事を完了したとき
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は、規則で定めるところによりその旨を区長に届け出なければならない。 

２ 区長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る協議対象公共的建築物が協議終了通知

書の内容と相違がないかどうかの検査（以下「完了検査」という。）を行うものとする。 

３ 区長は、完了検査により、協議終了通知書の内容と相違がないと認めるときは完了検査が終了した旨を、

相違があると認めるときはその理由および期限を付して是正すべき内容を、規則で定めるところにより書

面で特定整備者に通知しなければならない。 

４ 前３項の規定は、前条第１項の当該協議に係る内容の変更をした場合について準用する。 

（措置の公表） 

第18条 区長は、特定整備者がすべての人が安全かつ円滑に公共的建築物を利用できるよう講じた措置のう

ち規則で定める事項について、当該特定整備者の同意を得て公表することができる。 

    第３節 公共施設等の整備に関する手続 

（工事の届出） 

第19条 事業者は、公共施設等で規則で定める種類および規模のものの新設または改修を行おうとするとき

は、あらかじめ、規則で定めるところにより区長に届け出なければならない。 

２ 事業者は、前項の規定による届出に係る内容の変更（規則で定める軽微な変更を除く。）をしようとする

ときは、あらかじめ区長に届け出なければならない。 

３ 事業者は、第１項の新設または改修および前項の変更に当たっては、整備基準を遵守しなければならな

い。 

４ 区長は、第１項および第２項の規定による届出があったときは、事業者に対して、整備基準および配慮

指針に照らし、必要な助言または指導を行うことができる。 

（完了の届出） 

第20条 前条の届出を行った事業者は、当該届出に係る工事を完了したときは、規則で定めるところにより

その旨を区長に届け出なければならない。 

（措置の公表） 

第21条 区長は、事業者がすべての人が安全かつ円滑に公共施設等を利用できるよう講じた措置のうち規則

で定める事項について、当該事業者の同意を得て公表することができる。 

    第４節 区民の意見聴取 

第22条 区長は、規則で定める規模以上の建築物を建築し、または公園を新設しようとするときは、整備基

準および配慮指針に基づく整備に関し、区民の意見を聴取するための必要な措置を講じ、その意見を反

映するよう努めるものとする。 

 

   第４章 既存施設の維持管理等 

（一体的な整備） 

第23条 施設所有者等は、すべての人が安全かつ円滑に施設間を移動することができるようにするため、公

共的建築物または公共施設等が相互に接する部分について、他の施設所有者等との連携を図り、一体的に

整備するよう努めなければならない。 

（共同住宅等の供給および維持管理） 

第24条 共同住宅、寄宿舎、寮その他これらに類する施設（以下「共同住宅等」という。）を供給し、または

管理する者は、整備基準および配慮指針を踏まえ、良質な共同住宅等の供給および維持管理に努めなけれ
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ばならない。 

（既存施設の状況の把握等） 

第25条 事業者は、区長が要請したときは、この条例の施行の際現に存する公共的建築物（現に建築中のも

のを含む。）で大規模な病院、物品販売店その他の規則で定めるものについて、すべての人が安全かつ円

滑に利用できるかどうかを調査し、その結果を区長に報告しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による報告を受けた場合において、特に必要があると認めるときは、事業者に対し

て、すべての人が安全かつ円滑に利用できるようにするための工事に係る計画の作成および届出を求め

ることができる。 

３ 区長は、前項の届出があったときは、当該届出をした者に対して、当該届出に係る計画について、助言

または指導を行うことができる。 

 

   第５章 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の施行に関する事項 

    第1節 総則 

（定義） 

第26条 この章において使用する用語は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18

年法律第91号。以下「法」という。）および高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令（平成18年政令第379号。以下「令」という。）において使用する用語の例による。 

    第2節 特別特定建築物に係る建築物移動等円滑化基準への付加事項等 

（特別特定建築物に追加する特定建築物） 

第27条 法第14条第３項の条例で定める特定建築物は、つぎに掲げるものとする。 

⑴ 学校（令第５条第１号に規定する特定建築物を除く。） 

⑵ 共同住宅 

⑶ 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの（令第５条第９号に規定する特定建築物

を除く。） 

⑷ 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設（令第５条第11号に規定する特定建築

物を除く。） 

⑸ 料理店 

（特別特定建築物の建築の規模） 

第28条 法第14条第３項の規定による条例で定める特別特定建築物（前条に規定する特定建築物を含む。以

下同じ。）の建築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。以下同じ。）の規模は、別表第１

の左欄に掲げる特別特定建築物ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる床面積の合計（増築もしくは改築ま

たは用途の変更の場合にあっては、当該増築もしくは改築または用途の変更に係る部分の床面積の合計。

以下同じ。）とする。 

２ 前項の規模に満たない特別特定建築物の建築については、当該特別特定建築物の床面積の合計と当該特

別特定建築物と同一敷地内に存する他の特別特定建築物の床面積の合計との合計が2,000平方メートル以

上となる場合は、同項の規模を満たしているものとみなす。 

（建築物移動等円滑化基準への適合） 

第29条 床面積の合計が前条に規定する規模以上2,000平方メートル未満の特別特定建築物を建築しようと

する者は、当該特別特定建築物を令第11条から第23条までに規定する建築物移動等円滑化基準に適合させ
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なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別特定建築物のうち別表第２の左欄に掲げる特別特定建築物の建築の規模

が、それぞれ同表の右欄に掲げる床面積の合計の特別特定建築物（以下「中規模建築物」という。）を建

築しようとする者は、当該中規模建築物を令第11条から第13条まで、第14条第１項第１号、同条第２項、

第16条、第18条第１項、同条第２項第１号（階から階に至る階段を除く。）、第２号、第６号および第７号、

同条第３項、第19条（便所に係る規定に限る。次項において同じ。）ならびに第21条（令第20条第２項の

規定による案内設備または同条第３項の規定による案内所を設ける場合に限る。）から第23条までに規定

する建築物移動等円滑化基準に適合させなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、特別特定建築物のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満の共同住宅（以下「中規模共同住宅」という。）を建築しようとする者は、当該中規模共同住

宅を令第11条から第13条まで、第16条、第18条、第19条、第22条および第23条に規定する建築物移動等円

滑化基準に適合させなければならない。 

（建築物移動等円滑化基準の付加） 

第30条 法第14条第３項の規定により建築物移動等円滑化基準に付加する事項は、次条から第40条までに定

めるものとする。 

（廊下等） 

第31条 不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障害者等が利用する廊下等は、階段、傾斜

路等（以下「階段等」という。）の下においては、安全に歩行するために必要な高さおよび空間を確保し

なければならない。ただし、階段等の構造上やむを得ず確保することができない場合は、主として視覚障

害者に配慮した安全な措置を講じるものとする。 

（階段） 

第32条 不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障害者等が利用する階段のうち１以上は、

つぎに掲げるものでなければならない。 

⑴ 踊場に手すりを設けること。 

⑵ けあげの寸法は18センチメートル以下、踏面の寸法は26センチメートル以上とし、それぞれ一定とす

ること。 

⑶ 階段の幅（当該階段の幅の算定に当たっては、手すりの幅は10センチメートルを限度としてないもの

とみなす。）は、120センチメートル以上とすること。 

２ 前項の規定にかかわらず、中規模建築物および中規模共同住宅における階段については、つぎに掲げる

ものでなければならない。 

⑴ 踊場に手すりを設けること。 

⑵ けあげおよび踏面の寸法は、それぞれ一定とすること。 

３ 前２項の規定は、令第18条第２項第５号に規定する基準を満たすエレベーターおよびその乗降ロビーを

併設する場合には、適用しない。ただし、主として高齢者、障害者等が利用する階段については、この限

りでない。 

（便所） 

第33条 不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合には、

当該便所は、つぎに掲げるものでなければならない。 

⑴ 出入口および床面に段差を設けないこと。 

⑵ 床の表面を粗面とし、または滑りにくい材料で仕上げること。 
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２ 前項第１号の規定は、共同住宅に便所を設ける場合については、適用しない。 

３ 第１項の便所のうち１以上（男子用および女子用の区別があるときは、それぞれ１以上）は、つぎの各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものでなければならない。 

⑴ 別表第３の左欄に掲げる特別特定建築物の建築の規模が、それぞれ同表の右欄に掲げる床面積の合計

である場合 ベビーチェアその他の乳幼児を座らせることができる設備を設けた便房を１以上設け、当

該便房および便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

⑵ 別表第３の左欄に掲げる特別特定建築物の建築の規模が、床面積の合計1,000平方メートル以上である

場合 ベビーベッドその他の乳幼児のおむつ交換ができる設備を設け、当該便所の出入口には、その旨

の表示を行うこと（他におむつ交換ができる場所を設ける場合を除く。）。 

⑶ 別表第３の左欄に掲げる特別特定建築物の建築の規模が、床面積の合計2,000平方メートル以上である

場合 立って着替えを行うことができる設備を設けた便房を１以上設けること。 

⑷ 別表第３の左欄に掲げる特別特定建築物の建築の規模が、床面積の合計5,000平方メートル以上である

場合 ベッドその他の着替えを行うことができる設備を設けた車いす使用者用便房を１以上設け、当該

便房および便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

４ 第１項の便所内に車いす使用者用便房以外の便房を設ける場合には、そのうち１以上（男子用便所およ

び女子用便所の区別があるときは、それぞれの便所内の便房のうち１以上）について、便器は腰掛便座と

し、当該便器のある便房に手すりを設けなければならない。ただし、共同住宅については、この限りでな

い。 

５ 第１項の便所内に床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の床面からの高さが35センチメートル以下

のものに限る。）その他これらに類する小便器を設ける場合には、そのうち１以上は、手すりを設けなけ

ればならない。ただし、共同住宅については、この限りでない。 

（浴室等） 

第34条 不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障害者等が利用する浴室またはシャワー室

（以下「浴室等」という。）を設ける場合には、床の表面を粗面とし、または滑りにくい材料で仕上げな

ければならない。 

２ 浴室等のうち１以上（男子用および女子用の区別があるときは、それぞれ１以上）は、つぎに掲げるも

のでなければならない。 

⑴ 浴槽、シャワー、手すり、レバー式等の水栓金具、緊急通報設備等が適切に配置されていること。 

⑵ 車いす使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。ただし、中規模

建築物および中規模共同住宅については、この限りでない。 

⑶ 出入口は、つぎに掲げるものであること。ただし、中規模建築物および中規模共同住宅については、

この限りでない。 

ア 幅は、85センチメートル以上とすること。 

イ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過すること

ができる構造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。 

（敷地内の通路） 

第35条 不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障害者等が利用する敷地内の通路は、階段

等の下においては、安全に歩行するために必要な高さおよび空間を確保しなければならない。ただし、階

段等の構造上やむを得ず確保することができない場合は、主として視覚障害者に配慮した安全な措置を講

じるものとする。 
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（駐車場） 

第36条 不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障害者等が利用する駐車場に車いす使用者

用駐車施設を設ける場合には、当該車いす使用者用駐車施設の床面または地面は、水平かつ平たんにしな

ければならない。 

２ 前項の車いす使用者用駐車施設を設ける場合には、当該車いす使用者用駐車施設またはその付近に、令

第18条第１項第３号に規定する経路についての誘導表示を設けなければならない。ただし、中規模建築物

および中規模共同住宅については、この限りでない。 

（移動等円滑化経路等） 

第37条 移動等円滑化経路は、つぎに掲げるものでなければならない。 

⑴ 当該移動等円滑化経路を構成する出入口は、つぎに掲げるものであること。 

ア 幅は、85センチメートル以上とすること（イに掲げるものならびにエレベーターのかごおよび昇降

路の出入口ならびに中規模建築物に設けられるものを除く。）。 

イ 直接地上へ通ずる出入口の幅は、100センチメートル以上（中規模建築物については、85センチメー

トル以上）とすること。 

⑵ 当該移動等円滑化経路を構成する廊下等は、つぎに掲げるものであること。ただし、中規模建築物に

ついては、この限りでない。 

ア 幅は、140センチメートル以上とすること。 

イ 階段の下端に近接する廊下等の部分（不特定かつ多数の者が利用し、または主として視覚障害者が

利用するものに限る。）には、点状ブロック等を敷設すること（主として自動車の駐車の用に供する

施設に設ける場合または点状ブロック等の敷設が施設の利用に特に支障を来す場合を除く。）。 

ウ 別表第４に掲げる特別特定建築物で、床面積の合計が5,000平方メートル以上のものにあっては、授

乳およびおむつ交換のできる場所を１以上設け、ベビーベッド、いす等の設備を適切に配置するとと

もに、その付近に、その旨の表示を行うこと（他に授乳およびおむつ交換のできる場所を設ける場合

を除く。）。 

⑶ 当該移動等円滑化経路を構成する傾斜路（階段に代わり、またはこれに併設するものに限る。）は、つ

ぎに掲げるものであること。ただし、中規模建築物については、この限りでない。 

ア 幅は、階段に代わるものにあっては140センチメートル以上とすること。 

イ 勾配は、12分の１を超えないこと。 

ウ 手すりを設けること（令第13条第１号に規定する手すりが設けられている場合を除く。）。 

エ 両側に側壁または立ち上がりを設けること。 

オ 傾斜路の始点および終点には、車いすが安全に停止することができる平たんな部分を設けること。 

⑷ 当該移動等円滑化経路を構成するエレベーターのかごおよび昇降路は、つぎに掲げるものであること。 

ア エレベーターのかごおよび昇降路の出入口の幅は、当該エレベーターを設ける特別特定建築物の床

面積の合計が5,000平方メートルを超える場合にあっては、90センチメートル以上とすること。 

イ エレベーターのかごおよび昇降路の出入口の戸は、かごの中を見通すことができるガラス窓を設け

ること。ただし、常時勤務する者が同乗する場合、監視用カメラを設ける場合または聴覚障害者への

情報伝達に係る設備がある場は、この限りでない。 

⑸ 当該移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路は、つぎに掲げるものであること。 

ア 幅は、140センチメートル以上とすること。 

イ 傾斜路は、つぎに掲げるものであること。 
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（ア） 幅は、段に代わるものにあっては140センチメートル以上（中規模建築物については、135セ

ンチメートル以上）とすること。 

（イ） 勾配は、20分の１（中規模建築物については、傾斜路の高さが16センチメートルを超え75セ

ンチメートル以下のものにあっては12分の１、16センチメートル以下のものにあっては８分の１）

を超えないこと。 

（ウ） 手すりを設けること。 

（エ） 両側に側壁または立ち上がりを設けること。 

（オ） 傾斜路の始点および終点には、車いすが安全に停止することができる平たんな部分を設ける

こと。ただし、中規模建築物については、この限りでない。 

ウ 排水溝、集水ます等は、設けないこと。建築物の配置上やむを得ず設ける場合は、車いす使用者、

つえ使用者等の通行に支障のないものとすること。 

２ 建築物（幼稚園、保育所、母子生活支援施設および理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋その

他これらに類するサービス業を営む店舗を除く。）に、地上階またはその直上階もしくは直下階のみに利

用居室を設ける場合には、道等から当該利用居室までの経路（当該地上階とその直上階または直下階との

間の上下の移動に係る部分に限る。）のうち１以上を、令第18条第２項第１号から第６号までおよび前項

第１号から第４号までの基準に適合させなければならない。ただし、中規模建築物については、この限り

でない。 

３ 前項に規定する経路またはその一部が、移動等円滑化経路またはその一部となる場合にあっては、当該

前項に規定する経路またはその一部については、同項の規定は適用しない。 

４ 令第18条第１項第１号に規定する経路を構成する敷地内の通路が地形の特殊性により第１項第５号の規

定によることが困難である場合において、同項および第２項の規定は、当該経路を建築物の車寄せから利

用居室までの経路として適用する。 

５ 移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路が地形の特殊性により令第18条第２項第７号および第１項第

５号の規定によることが困難である場合（中規模建築物における場合に限る。）は、当該敷地内の通路に

ついては、令第18条第２項第１号の規定は適用しない。ただし、主として高齢者、障害者等が中規模建築

物を円滑に利用することができる措置を講じなければならない。 

（共同住宅） 

第38条 共同住宅においては、道等から各住戸（地上階またはその直上階もしくは直下階のみに住戸がある

共同住宅にあっては、地上階にあるものに限る。以下同じ。）の出入口までの経路のうち１以上を、多数

の者が円滑に利用することができる経路（以下この条において「特定経路」という。）にしなければなら

ない。 

２ 特定経路は、つぎに掲げるものでなければならない。 

⑴ 当該特定経路上に階段または段を設けないこと（傾斜路またはエレベーターその他の昇降機を併設す

る場合を除く。）。ただし、中規模共同住宅における階から階に至る階段については、この限りでない。 

⑵ 当該特定経路を構成する出入口は、つぎに掲げるものであること。 

ア 幅は、80センチメートル以上とすること。 

イ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過すること

ができる構造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。 

ウ 床面は、平たんで滑りにくい仕上げとすること 

⑶ 当該特定経路を構成する廊下等は、令第11条の規定によるほか、つぎに掲げるものであること。 
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ア 幅は、120センチメートル以上とすること。 

イ 50メートル以内ごとに車いすの転回に支障がない場所を設けること。 

ウ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過すること

ができる構造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。 

⑷ 当該特定経路を構成する傾斜路（階段に代わり、またはこれに併設するものに限る。）は、令第13条の

規定によるほか、つぎに掲げるものであること。 

ア 幅は、階段に代わるものにあっては120センチメートル以上、階段に併設するものにあっては90センチ

メートル以上とすること。 

イ 勾配は、12分の１（高さが16センチメートル以下のものにあっては、８分の１）を超えないこと。 

ウ 高さが75センチメートルを超えるものにあっては、高さ75センチメートル以内ごとに踏幅が150セ

ンチメートル以上の踊場を設けること。 

エ 両側に側壁または立ち上がりを設けること。 

オ 傾斜路の始点および終点には、車いすが安全に停止することができる平たんな部分を設けること。 

⑸ 当該特定経路を構成するエレベーター（次号に規定するものを除く。以下この号において同じ。）およ

びその乗降ロビーは、つぎに掲げるものであること。 

ア かごは、各住戸、車いす使用者用便房または車いす使用者用駐車施設がある階および地上階に停止

すること。 

イ かごおよび昇降路の出入口の幅は、80センチメートル以上とすること。 

ウ かごの奥行きは、115センチメートル以上とすること。ただし、中規模共同住宅については、車いす

を使用することができる奥行きがあること。 

エ 乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅および奥行きは、150センチメートル以上とすること。

ただし、中規模共同住宅については、車いすを転回させることができる空間を確保すること。 

オ かご内および乗降ロビーには、車いす使用者が円滑に利用することができる位置に制御装置を設け

ること。 

カ かご内に、かごが停止する予定の階およびかごの現在位置を表示する装置を設けること。 

キ 乗降ロビーに、到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けること。 

ク エレベーターのかごおよび昇降路の出入口の戸は、かごの中を見通すことができるガラス窓を設け

ること。ただし、常時勤務する者が同乗する場合、監視用カメラを設ける場合または聴覚障害者への

情報伝達に係る設備がある場合は、この限りでない。 

⑹ 当該特定経路を構成する特殊な構造または使用形態のエレベーターその他の昇降機は、高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の規定により特殊な構造又は使用形態のエレベータ

ーその他の昇降機等を定める件（平成18年国土交通省告示第1492号）に定める構造とすること。 

⑺ 当該特定経路を構成する敷地内の通路は、令第16条の規定によるほか、つぎに掲げるものであること。 

ア 幅は、120センチメートル以上とすること。 

イ 50メートル以内ごとに車いすの転回に支障がない場所を設けること。ただし、中規模共同住宅につ

いては、この限りでない。 

ウ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過すること

ができる構造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。 

エ 傾斜路は、つぎに掲げるものであること。 

（ア） 幅は、段に代わるものにあっては120センチメートル以上、段に併設するものにあっては90
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センチメートル以上とすること。 

（イ） 勾配は、12分の１（高さが16センチメートル以下のものにあっては、８分の１）を超えない

こと。 

（ウ） 高さが75センチメートルを超えるもの（勾配が20分の１を超えるものに限る。）にあっては、

高さ75センチメートル以内ごとに踏幅が150センチメートル以上の踊場を設けること。 

（エ） 両側に側壁または立ち上がりを設けること。 

（オ） 傾斜路の始点および終点には、車いすが安全に停止することができる平たんな部分を設ける

こと。ただし、中規模共同住宅については、この限りでない。 

オ 排水溝、集水ます等は、設けないこと。建築物の配置上やむを得ず設ける場合は、車いす使用者、

つえ使用者等の通行に支障のないものとすること。 

３ 当該特定経路を構成する敷地内の通路が地形の特殊性により前項第７号アからオまでの規定によること

が困難である場合における前２項の規定の適用については、第１項中「道等」とあるのは、「当該共同住

宅の車寄せ」とする。 

４ 特定経路となるべき経路またはその一部が移動等円滑化経路もしくはその一部または前条第２項に規定

する経路もしくはその一部となる場合にあっては、当該特定経路となるべき経路またはその一部について

は、前３項の規定は適用しない。 

（増築等に関する適用範囲） 

第39条 建築物の増築または改築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。以下「増築等」と

いう。）をする場合には、第31条から第37条までの規定（共同住宅にあっては、第31条から前条までの規定）

は、つぎに掲げる建築物の部分に限り、適用する。 

⑴ 当該増築等に係る部分 

⑵ 道等から前号に掲げる部分にある利用居室または共同住宅の各住戸までの１以上の経路を構成する出

入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機および敷地内の通路 

⑶ 不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障害者等が利用する便所 

⑷ 第１号に掲げる部分にある利用居室（当該部分に利用居室が設けられていないときは、道等）から車

いす使用者用便房（前号に掲げる便所に設けられるものに限る。）までの１以上の経路を構成する出入

口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機および敷地内の通路 

⑸ 不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障害者等が利用する駐車場 

⑹ 車いす使用者用駐車施設（前号に掲げる駐車場に設けられるものに限る。）から第１号に掲げる部分に

ある利用居室（当該部分に利用居室が設けられていないときは、道等）までの１以上の経路を構成する

出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機および敷地内の通路 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第３号に規定する建築物の部分については、第33条第１項第１号、同条

第４項および第５項の規定は、適用しない。 

（条例で定める特定建築物に関する読替え） 

第40条 第27条の規定により特別特定建築物に追加した特定建築物に対する第31条から第36条までおよび前

条の規定の適用については、これらの規定中「不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、障

害者等が利用する」とあるのは、「多数の者が利用する」とする。 

（制限の緩和） 

第41条 第27条から第39条までの規定は、法令その他別に定めがあるもののほか、区長がこれらの規定によ

ることなく高齢者、障害者等もしくは多数の者が建築物特定施設を円滑に利用することができると認める
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場合または建築物もしくはその敷地の形態上やむを得ないと認める場合は、適用しないことができる。 

    第３節 特定道路の構造に関する基準 

第41条の２ 法第10条第１項の条例で定める移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準は、別表

第５の左欄に掲げる項目に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるものとする。 

    第４節 特定公園施設の設置に関する基準 

第41条の３ 法第13条第１項の条例で定める移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準

は、別表第６の左欄に掲げる項目に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるものとする。 

 

   第６章 移動等円滑化基本構想の提案手続 

（支援） 

第42条 区長は、法第27条第１項の規定による提案（以下「提案」という。）をしようとする者（以下「提案

者」という。）に対して、情報の提供および必要な技術的支援を行うことができる。 

（説明会） 

第43条 提案者は、提案に当たっては、当該提案に係る区域内の住民、地権者、事業者その他利害関係者を

対象として、規則で定めるところにより説明会を開催し、意見を聴くものとする。 

（基本構想の提案） 

第44条 提案者は、提案に当たっては、法第27条第１項後段に規定する当該提案に係る基本構想の素案のほ

か、規則で定める事項について書面で区長に提出するものとする。 

（素案の公表および意見の聴取） 

第45条 区長は、提案があったときは、規則で定めるところにより当該提案に係る基本構想の素案を公表す

るとともに、必要があると認めるときは、当該提案に係る区域内の住民、地権者、事業者その他利害関係

者の意見を聴くことができる。 

（提案の採用の判断） 

第46条 区長は、提案があったときは、当該提案に基づき基本構想の作成または変更をするか否かについて、

つぎに掲げる事項により判断するものとする。 

⑴ 法第３条に規定する基本方針に即していること。 

⑵ 提案の内容が、この条例に定める基本理念および整備基準に即していること。 

⑶ 提案の内容について、合理的な根拠があること。 

⑷ 提案に係る区域について、合理的な根拠があること。 

⑸ 提案の内容が、関係する法令等に即していること。 

⑹ 提案の内容に関係する計画、方針等に即していること。 

（提案の採否の公表） 

第47条 法第27条第２項の規定による提案の採否の公表は、規則で定める方法により行うものとする。 

  第７章 雑則 

（適用除外） 

第48条 国、他の地方公共団体その他規則で定める公共的団体（以下「国等」という。）および区が行う公共

施設等の新設または改修については、第３章第３節の規定は適用しない。 

（先導的役割） 

第49条 区は、自ら所有し、または管理する公共的建築物または公共施設等については、率先して整備基準

への適合を図るものとする。 
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２ 区長は、国等に対し、これらが所有し、または管理する公共的建築物または公共施設等について、整備

基準への適合に率先して努めるよう要請するものとする。 

（報告） 

第50条 区長は、この条例の施行に必要な限度において、第14条第１項の規定による協議の申請をした事業

者および第19条第１項の規定による届出をした事業者に対し、公共的建築物または公共施設等の施工また

は管理の状況について報告を求めることができる。 

２ 事業者は、前項の規定による求めがあったときは、これに応じなければならない。 

３ 区長は、第１項の報告において、公共的建築物または公共施設等の施工または管理について必要がある

と認めるときは、整備基準に照らし、助言または指導を行うことができる。 

（立入調査等） 

第51条 区長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に第14条第１項の規定による協議の申請

に係る敷地または第19条第１項の規定による届出に係る敷地内に立ち入り、施工または管理の状況を調査

させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に対し、これを提示

しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

（勧告） 

第52条 区長は、事業者がつぎの各号のいずれかに該当するときは、当該事業者に対して適切な措置を講じる

よう勧告することができる。 

⑴ 第14条第１項の規定による協議の申請、第16条第１項の規定による変更に係る協議の申請または第19

条第１項の規定による届出を行わずに工事に着手したとき。 

⑵ 第14条第１項の規定による協議の申請、第16条第１項の規定による変更に係る協議の申請または第19

条第１項の規定による届出について、虚偽の申請または届出をしたとき。 

⑶ 第15条第１項に規定する協議終了通知書および第16条第２項に規定する変更協議終了通知書の内容と

異なる工事をしたとき。 

⑷ 第17条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）に規定する完了検査を受けず、または第20

条に規定する完了の届出を行わず使用を開始したとき。 

⑸ 第25条第１項の規定による報告を、正当な理由なく拒んだとき。 

⑹ 第50条に規定する報告をせず、または虚偽の報告をしたとき。 

⑺ 前条第１項の規定による立入調査を拒み、妨げ、または忌避したとき。 

（公表） 

第53条 区長は、前条の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わない場合において、必要があると認め

るときは、その旨および勧告の内容を公表することができる。 

２ 区長は、前項の規定による公表を行おうとするときは、あらかじめ、前条の規定による勧告を受けた者

に対しその理由を通知し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（報告書） 

第54条 区長は、この条例の運用状況について定期的に報告書を作成し、これを公表するものとする。 

（委任） 

第55条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 
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   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に定められている練馬区福祉のまちづくり総合計画（平成18年３月31日17練保

障第921号区長決定）は、第７条第１項の規定により策定された推進計画とみなす。 

３ この条例の施行の際、現に練馬区福祉のまちづくり整備要綱（平成５年３月５日練福障発第529号）第５

条の規定による協議が終了している公共的建築物については、第３章第２節の規定は適用しない。 

４ この条例の施行の際、現に建築または修繕もしくは模様替の工事中の特別特定建築物については、第５

章の規定は適用しない。 

５ この条例の施行の際、現に存する特別特定建築物で、令附則第４条に規定する政令で指定する類似の用

途相互間における用途の変更をするものについては、第５章の規定は適用しない。 

６ 別表第５の１の項⑴の規定にかかわらず、市街化の状況その他の特別の理由によりやむを得ず歩道を設

けることができない場合において、一体的に移動等円滑化を図ることが特に必要な道路の区間については、

当分の間、同項⑴の歩道に代えて、車道およびこれに接続する路肩の路面における凸部、車道における狭

窄(さく)部または屈曲部その他の自動車を減速させて歩行者または自転車の安全 な通行を確保するため

の道路の部分を設けることができる。 

 

  付則 

この条例は、平成25年３月31日から施行する。 
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（８）用語集 ※五十音順 

ＩＣＴ 

（情報通信技術） 

Information and Communication Technologyの略。情報や通信に

関連する技術一般の総称 

 

ＮＰＯ Non-profit Organizationの略で、広義には営利を目的としない民

間組織。一般的には特定非営利活動促進法に基づいて認証された

ＮＰＯ法人と、法人格を取得していない市民活動団体やボランテ

ィア団体を指す。 

「気づき」 障害者、高齢者、子育て世代などと一緒に活動することや障害疑

似体験等を通じ、多様な人がともに生活していることに対して理

解を深め、社会の中のバリアを自分の問題として考え、行動する

という、一連の共感・理解 

協働 住民と行政との共通の領域において、共通の目的を達成するため、

課題解決に向けて主体性を持って自発的かつ互いに対等なものと

して尊重し合いながら協力し合う状態 

合理的配慮 障害のある人が他の人同様の人権と基本的自由を享受できるよう

に、物事の本質を変えてしまったり、多大な負担を強いたりしない

限りにおいて、配慮や調整を行うこと。障害者権利条約第2条に定義 

災害時要援護者 高齢者、障害者、その他災害が発生した場合に特別な配慮および

援護を必要とする者 

成年後見制度 認知症、知的障害、精神障害などによって物事を判断する能力が

十分ではない方について、本人の権利を守る援助者（「成年後見

人」等）を選ぶことで、本人を法律的に支援する制度 

だれでもトイレ 東京都福祉のまちづくり条例施設整備マニュアルでは、車いす使

用者、高齢者、妊婦、乳幼児を連れた方等だれもが円滑に利用す

ることのできる十分なスペースを確保した便所を「だれでもトイ

レ」と呼称 

バリアフリー 高齢者、障害者等が社会生活をしていくうえで障壁（バリア）と

なるものを除去（フリー）すること。物理的、社会的、制度的、

心理的な障壁、情報面での障壁などすべての障壁を除去するとい

う考え方 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9A%9C%E5%AE%B3%E8%80%85%E6%A8%A9%E5%88%A9%E6%9D%A1%E7%B4%84
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バリアフリー法 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」を指

す。ハートビル法（「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる

特定建築物の建築の促進に関する法律」）と交通バリアフリー法

（「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑

化の促進に関する法律」）を統合・拡充し、平成18年に施行。対

象者を明確化し、対象施設を拡充するとともに、面的なバリアフ

リー化を促進するための仕組み、基本構想の策定の際に利用者や

住民の側の主体的な参加を推進するための仕組みを整備 

ハード・ソフト両面の

取組 

バリア解消のためには、公共交通施設、公共施設、建築物の整備

などハード面の取組と、わかりやすい情報提供や人的対応などの

ソフト面の取組とを一体的総合的に取り組むことが必要 

保健福祉サービス苦

情調整委員 

保健福祉サービスに対する苦情や相談に適切に対応し、サービス

利用者の利益を保護し、その権利を擁護することを目的に、区長

の附属機関として「保健福祉サービス苦情調整委員」制度が設け

られている。 

民生児童委員 「民生委員」は、民生委員法に基づいて厚生労働大臣から委嘱さ

れた非常勤の地方公務員。社会福祉の増進のために、地域住民の

立場から生活や福祉全般に関する相談・援助活動を行う。また、

すべての民生委員は児童福祉法によって「児童委員」を兼ねる。

民生委員の任期は３年となり、練馬区における定数は571名（第23

期の任期：平成25年12月１日から平成28年11月30日） 

ユニバーサルデザイン

（ＵＤ） 

あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、言語等にかかわらず多様

な人々が利用しやすいように、都市や生活環境をデザインする考

え方。その対象は、都市施設や製品にとどまらず、教育や文化、

情報提供等に至るまで多岐にわたる。 

ワークショップ まちづくり分野などで「参加」「体験」「相互作用」を重視した

討議、グループ学習、デザイン等の手法として広く取り組まれて

いる方法。住民参加の計画、まちづくりのプロセスなどの一部と

して近年普及 




